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 第 ５ 回   熊本県議会  厚生常任委員会会議記録 

 

令和６年２月26日(月曜日) 

            午前９時59分開議 

            午後１時１分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 令和５年度熊本県一般会計補

正予算(第７号) 

 議案第３号 令和５年度熊本県母子父子寡

婦福祉資金特別会計補正予算(第１号) 

 議案第14号 令和５年度熊本県国民健康保

険事業特別会計補正予算(第１号) 

 議案第19号 令和５年度熊本県病院事業会

計補正予算(第４号) 

議案第20号 令和６年度熊本県一般会計予 

 算 

議案第22号 令和６年度熊本県母子父子寡 

 婦福祉資金特別会計予算 

議案第35号 令和６年度熊本県国民健康保 

 険事業特別会計予算 

議案第40号 令和６年度熊本県病院事業会 

 計予算 

議案第48号 熊本県特別養護老人ホームの 

 設備及び運営の基準に関する条例等の一 

 部を改正する条例の制定について 

議案第49号 熊本県指定介護療養型医療施 

 設の人員、設備及び運営の基準に関する 

 条例を廃止する条例の制定について 

議案第50号 熊本県女性相談センター条例 

 等の一部を改正する条例の制定について 

議案第51号 熊本県児童福祉施設の設備及 

 び運営の基準に関する条例等の一部を改 

 正する条例の制定について 

議案第52号 熊本県指定障害福祉サービス 

 の事業等の人員、設備及び運営の基準等 

 に関する条例等の一部を改正する条例の 

 制定について 

議案第53号 熊本県病院及び診療所の人員、 

 施設等の基準に関する条例の一部を改正 

 する条例の制定について 

議案第72号 第５次くまもと２１ヘルスプ 

 ランの策定について 

議案第74号 権利の放棄について 

閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

報告事項 

 ①令和５年度健康福祉部計画策定・中間 

  見直しについて 

 ②第８次熊本県保健医療計画について 

 ③第４期熊本県における医療費の見通し 

  に関する計画の策定について 

 ④熊本県国民健康保険運営方針の改定に 

  ついて 

 ⑤第９期熊本県高齢者福祉計画・介護保 

  険事業支援計画の策定について 

 ⑥くまもと障がい者プラン(第６期熊本 

  県障がい福祉計画)中間見直しについ 

  て 

 ⑦熊本県困難な問題を抱える女性への支 

  援に関する基本計画の策定について 

 ⑧新たな動物愛護センターの設置につい 

  て 

 ⑨熊本県こころの医療センター第４次中 

  期経営計画の策定について 

令和５年度厚生常任委員会における取組の

成果について 

――――――――――――――― 

出 席 委 員(８人) 

        委 員 長 楠 本 千 秋 

        副委員長 坂 梨 剛 昭 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 岩 中 伸 司 

        委  員 藤 川 隆 夫 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 髙 野 洋 介 

        委  員 杉 嶌 ミ カ 

欠 席 委 員(なし) 
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委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 健康福祉部 

       部 長 沼 川 敦 彦 

  総括審議員 

     兼政策審議監 坂 本 公 一 

医 監 池 田 洋一郎 

長寿社会局長 城 内 智 昭 

子ども・ 

障がい福祉局長 木 山 晋 介 

健康局長 野 中 眞 治 

健康福祉政策課長 本 田 敦 美 

首席審議員 

兼健康危機管理課長 椎 場 泰 三 

  首席審議員 

兼高齢者支援課長 下 村 正 宣 

首席審議員 

兼認知症対策・         

地域ケア推進課長 米 澤 祐 介 

社会福祉課長 原 田 義 隆 

  首席審議員 

兼子ども未来課長 木 村 和 子 

子ども家庭福祉課審議員 浦 津 栄 一 

障がい者支援課長 高三潴   晋 

医療政策課長 笠     新 

  国保・高齢者医療課長 浦 田 武 史 

健康づくり推進課長 小 夏   香 

薬務衛生課長 境   啓 満 

病院局 

病院事業管理者 竹 内 信 義 

総務経営課長 川 上 竜 也 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 宗 像 克 彦 

     政務調査課主幹 時 吉 啓 通 

――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○楠本千秋委員長 ただいまから第５回厚生

常任委員会を開会いたします。 

 それでは、本委員会に付託された議案を議

題とし、これについて審査を行います。 

 議事次第のとおり、まず、健康福祉部長、

病院事業管理者の総括説明に続いて、令和５

年度補正予算について執行部の説明を求めた

後、質疑応答、採決を行い、次に、令和６年

度当初予算及びその他議案について執行部の

説明を求め、質疑応答、採決を行いたいと思

います。 

 補正予算と当初予算を分けて審査したいと

思いますので、よろしくお願いいたします。 

 なお、健康福祉部長、病院事業管理者の総

括説明は、令和５年度補正予算、令和６年度

当初予算及びその他議案を併せてお願いしま

す。 

 それではまず、健康福祉部長及び病院事業

管理者から総括説明をお願いします。 

 なお、審議を効率よく進めるため、執行部

からの説明は、着座のまま簡潔にお願いいた

します。 

 初めに、沼川部長。 

 

○沼川健康福祉部長 おはようございます。 

 議案の説明に先立ちまして、１月１日に発

生しました令和６年能登半島地震への対応に

ついて御説明いたします。 

 地震発生後、石川県からの要請を受け、健

康福祉部では、１月５日から、医師や保健

師、薬剤師等で構成する災害時健康危機管理

支援チームを輪島市に、仮設住宅支援職員を

石川県庁へ派遣しました。 

 また、１月23日からは獣医師も石川県庁に

派遣し、避難所へのペット同行避難や一時預

かり等に係る対応について支援を行いまし

た。 

 さらに、２月２日からは保健師等を石川県

志賀町に派遣し、被災者の健康支援等を行っ

ております。 

 発災後、これまで健康福祉部では52人の職

員を派遣しており、引き続き、熊本地震や令
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和２年７月豪雨災害の経験やノウハウを生か

し、健康福祉分野における被災地への支援を

行ってまいります。 

 続きまして、本議会に提案しております健

康福祉部関係の議案の概要について御説明申

し上げます。 

 今回提案しておりますのは、予算関係６議

案、条例関係８議案でございます。 

 まず、予算関係につきましては、議案第１

号、令和５年度熊本県一般会計補正予算にお

いて、通常分で15億6,000万円余の減額、新

型コロナ対策分で382億6,000万円余の減額と

なる補正をお願いしております。 

  その主な内容につきましては、通常分で

は、介護給付費等の扶助費や災害救助費の所

要見込額の減に伴う減額など、また、新型コ

ロナ対策分では、新型コロナウイルス感染症

患者等の入院病床確保に係る空床補償の所要

見込額の減に伴う減額などについて計上して

おります。 

 また、議案第３号、令和５年度熊本県母子

父子寡婦福祉資金特別会計補正予算におい

て、母子父子寡婦福祉資金貸付金について、

500万円余の増額補正をお願いしておりま

す。 

 さらに、議案第14号、令和５年度熊本県国

民健康保険事業特別会計補正予算において、

国民健康保険財政安定化基金積立金を含む50

億6,000万円余の増額補正をお願いしており

ます。 

 これらによりまして、特別会計を含めた健

康福祉部の令和５年度の予算総額は、3,975

億6,000万円余となります。 

  次に、議案第20号、令和６年度熊本県一般

会計予算について、本会議における提案理由

のとおり、義務的経費や継続事業に要する経

費を中心とする骨格予算として編成してお

り、総額1,673億円余の予算をお願いしてお

ります。 

  その主な内容について御説明いたします。 

  初めに、こどもまんなか熊本の実現につい

てです。 

 産科医育成のための寄附講座設置による周

産期医療の体制強化や児童手当の拡充、子育

て家庭への訪問支援の拡充などにより、妊

娠、出産から子育てまで切れ目のない支援体

制を市町村と連携してさらに強化してまいり

ます。また、児童相談所の体制強化や里親支

援センターの設置などにより、社会的養護の

取組も併せて加速してまいります。 

 次に、動物愛護の推進についてです。 

 来月開所する新動物愛護センター「アニマ

ルフレンズ熊本」を拠点として、「命を大切

にし、やさしさあふれる人と動物が共生する

くまもと」の実現に向け、動物愛護の普及啓

発、教育や保護犬猫の譲渡、飼い主のいない

猫対策等を、より一層進めてまいります。 

 このほか、国の要請に基づく新型コロナウ

イルス感染症の変異株監視のためのゲノム解

析や、新興感染症に備えて県と協定を締結す

る医療機関等への施設、設備整備の助成、介

護施設等における感染拡大防止に対する助成

など、感染症への対策についても引き続き取

り組んでまいります。 

 続きまして、議案第22号、令和６年度熊本

県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算につき

ましては、独り親家庭等を対象とした各種貸

付金として、１億1,000万円余を計上してお

ります。 

  さらに、議案第35号、令和６年度熊本県国

民健康保険事業特別会計予算につきまして

は、市町村への交付金や関係機関への納付

金、拠出金など、1,907億6,000万円余を計上

しております。 

  以上、特別会計を含む健康福祉部の令和６

年度の当初予算総額は、3,581億7,000万円余

となり、骨格予算として編成していることか

ら、令和５年度当初予算と比較しますと663

億1,000万円余の減となっております。 

  次に、条例等関係につきましては、議案第
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48号、熊本県特別養護老人ホームの設備及び

運営の基準に関する条例等の一部を改正する

条例の制定について外７議案を提案しており

ます。 

 このほか、その他報告といたしまして、今

年度改定予定の計画のうち、12月の本委員会

で御説明した後に修正を行った計画や新動物

愛護センターの概要など、計８件を御報告さ

せていただきます。 

 詳細につきましては、関係各課長が説明い

たしますので、よろしくお願い申し上げま

す。 

 

○楠本千秋委員長 次に、竹内病院事業管理

者。 

 

○竹内病院事業管理者 病院局でございま

す。 

 議案の説明に先立ちまして、最近の県立こ

ころの医療センターの運営状況につきまして

御報告申し上げます。 

 当センターは、民間病院等では対応が困難

な患者の最終的な受皿として、精神疾患を有

する新型コロナウイルス感染症患者を200人

以上受け入れるなど、県内精神科医療のセー

フティーネットとしての機能を果たしており

ます。新型コロナウイルス感染症は５類に移

行いたしましたが、一般の精神科患者の受入

れを抑制していた影響等もあり、入院、外来

ともに患者数はコロナ禍前までには戻ってい

ない状況です。 

 このような現状を踏まえた上で、今年度

は、今後６年間の経営指針となる第４次中期

経営計画の策定に職員を挙げて取り組み、原

案を作成いたしました。計画の概要につきま

しては、後ほど、その他報告事項において御

説明させていただきます。 

 それでは、今定例会に提案しております病

院局関係の議案について御説明いたします。 

 今回提案しておりますのは、予算関係２議

案です。 

 まず、議案第19号、令和５年度熊本県病院

事業会計補正予算(第４号)についてですが、

収益的収支では、収入で１億700万円余の

減、支出で１億3,500万円余の減額補正を、

また、資本的収支では、収入で900万円余の

増額補正をお願いしております。 

  補正の主な内容ですが、収益的収支では、

患者数が見込みを下回ったこと等による収入

の減額、支出につきましては、職員給与費の

執行見込み減及び事業実績に伴う委託料減に

よる減額でございます。また、資本的収支で

は、備品整備を国のコロナ臨時交付金を活用

したことに伴う財源更正により、収入を増額

するものでございます。 

  その結果、収益的収支と資本的収支を合わ

せまして、補正後の支出総額は、19億9,800

万円余となります。 

 また、このほか、来年度の年間委託契約等

に係る債務負担行為の設定をお願いしており

ます。 

  次に、議案第40号、令和６年度熊本県病院

事業会計予算についてです。 

 来年度の当センターの管理運営に要する経

費といたしまして、収益的収支で16億5,700

万円余、資本的収支で３億8,600万円余、こ

れらを合わせました支出総額20億4,300万円

余を計上しております。 

  以上が今回提案しております議案の概要で

す。 

 詳細につきましては、後ほど総務経営課長

から説明させますので、御審議のほどよろし

くお願いいたします。 

 

○楠本千秋委員長  引き続き、令和５年度補

正予算について説明をお願いします。 

 担当課長から議案第１号の説明をお願いし

ます。 

 

○本田健康福祉政策課長  健康福祉政策課で
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ございます。 

 ２月補正予算関係説明資料の２ページをお

願いいたします。 

 主なものを御説明申し上げます。 

 まず、社会福祉総務費でございます。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

 １の職員給与費は、当初予算編成時には昨

年の１月１日時点での職員数や給与額に基づ

いて計上しておりますことから、令和５年４

月１日以降の人事異動や組織改編等に伴う補

正をお願いするものです。健康福祉部各課の

説明欄に職員給と記載しているものにつきま

しては、同様の趣旨でございますので、各所

属からの説明は省略させていただきます。 

 ３の社会福祉諸費の(3)住まいの再建支援

事業につきましては、住まいの再建に向けた

５つの支援策のうち、県が直接実施している

自宅再建の利子助成等の２つの支援策分につ

いて、今年度中の申請見込額を踏まえ、４億

3,364万円余を減額いたします。 

  なお、来年度当初予算といたしまして、改

めて必要額を要求させていただいておりま

す。 

  ３ページをお願いいたします。 

 ６の国庫支出金返納金につきましては、昨

年度の地域支え合いセンター運営支援事業等

の実績減に伴うものでございます。 

 ページをおめくりいただき、４ページをお

願いいたします。 

 下段の災害救助費です。 

 ２の災害救助対策費につきましては、応急

仮設住宅関連経費に係る所要見込額の減によ

るもので、３億9,082万円余を減額いたしま

す。 

  ５ページをお願いいたします。 

 次の公衆衛生総務費は、主に事業実績見込

みを踏まえた減額となっております。 

 ページをおめくりいただき、６ページをお

願いします。 

 元金の右側の説明欄を御覧ください。 

 １、災害援護資金国庫貸付金元金につきま

しては、市町村償還額の実績減による国庫へ

の償還金の減額でございます。 

 以上、健康福祉政策課の補正予算といたし

ましては、最下段にありますとおり、総額７

億7,120万円余の減額をお願いしておりま

す。 

  続きまして、７ページを御覧ください。 

 債務負担行為の設定です。 

 保健・医療・福祉関係業務につきまして

は、１月以降に準備が必要な業務に関して、

既に一部を12月補正で設定しております。今

回、部内各課の委託業務のうち、４月から業

務を開始するために、３月中に契約手続を進

める必要があるものについて、追加で債務負

担行為を設定するものでございます。 

 今回、動物愛護管理事業や生活困窮者自立

支援プラン推進事業業務委託などの63事業分

といたしまして、部全体で11億193万円余の

限度額を増額いたしまして、11億3,687万円

余の設定をお願いしております。 

  健康福祉政策課からは以上でございます。

御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

○椎場健康危機管理課長  健康危機管理課で

ございます。 

 説明資料の８ページをお願いします。 

 主なものを御説明いたします。 

  まず、公衆衛生総務費でございますが、６

億6,862万円余の増額補正をお願いしており

ます。 

 主なものは、説明欄３の国庫支出金返納金

でございます。 

 これは、令和４年度の国庫補助金等の確定

に伴う精算返納金でございます。 

 次に、下段の予防費でございますが、94億

4,277万円余の減額補正をお願いしておりま

す。 

  説明欄１の感染症予防費の(1)から(3)、新

型コロナウイルス感染症における保健所機能
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強化事業、医療・検査等体制整備事業、ワク

チン接種体制支援事業、それから、９ページ

に移りまして、説明欄２の予防接種対策費の

新型コロナワクチン大規模接種会場設置運営

事業につきましては、いずれも事業の実績の

見込みを踏まえた減額及び財源更正でござい

ます。 

 説明資料の10ページをお願いします。 

 環境整備費でございますが、5,453万円余

の減額補正をお願いしております。 

  説明欄１の動物愛護推進費の動物愛護推進

事業でございますが、新動物愛護センター整

備事業の執行残を減額するとともに、財源更

正を行っております。 

 以上、健康危機管理課の２月補正予算とし

ましては、88億3,144万円余の減額補正をお

願いしております。 

  続きまして、11ページをお願いします。 

  明許繰越しの変更でございます。12億5,09

1万円の追加設定をお願いしております。 

 これは、新型コロナウイルス感染症の医

療・検査等体制整備事業につきまして、年度

内の支出が完了しないと見込まれるものにつ

いて繰り越すものでございます。 

  健康危機管理課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いします。 

 

○下村高齢者支援課長  高齢者支援課でござ

います。 

  資料の12ページをお願いいたします。 

 ２月補正予算について、主なものを御説明

させていただきます。 

 まず、社会福祉総務費で11億7,344万円余

の増額をお願いしております。 

 これは、説明欄記載のとおり、令和４年度

国庫補助金の額の確定に伴います国への返納

金でして、主なものは、コロナ対策事業分で

ございます。 

 次に、老人福祉費で９億9,577万円余の増

額補正をお願いしております。 

  説明欄の２、看護・福祉職員等処遇改善推

進事業(介護分)は、国の経済対策に基づきま

して、介護職員の収入引上げに要する経費に

ついて助成を行うものでして、報酬改定に伴

い、処遇改善の加算率がアップします６月ま

での２月から５月の四月分の経費について助

成を行うものでございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 ３の(3)介護サービス事業所等におけるサ

ービス継続支援事業は、感染者が発生しまし

た介護サービス事業所等におけるサービス継

続に要する経費について助成を行うものでし

て、かかり増し経費や施設内療養に対応する

ため、３億4,613万円余の増額補正及び財源

更正を行うものでございます。 

  次に、老人福祉施設費で４億6,918万円余

の減額補正をお願いしております。 

  説明欄１の(1)介護基盤緊急整備等事業

は、市町村を通じて介護施設の整備等へ助成

を行うものでして、整備の見送りや計画の変

更等により減額を行うものでございます。 

 次のページ、14ページをお願いいたしま

す。 

 (2)の老人福祉施設整備等事業(非常用自家

発電設備整備等事業分)は、国の経済対策を

活用しまして、高齢者施設の防災対策のため

の非常用自家発電設備の整備等に対して助成

を行うものでございます。 

 以上、高齢者支援課の２月補正予算としま

しては、合計で17億円余の増額補正をお願い

しております。 

 次の15ページをお願いいたします。 

 繰越明許費についてですが、民生費で25億

3,173万円余の追加設定をお願いしておりま

す。 

 備考欄に記載の10の事業は、国の経済対策

を受け、今回の２月補正で計上した事業や施

設整備関係事業などでして、令和５年度中の

事業完了が見込めないため、新たに繰越しの

設定を行うものでございます。 
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 高齢者支援課の説明は以上となります。御

審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○米澤認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 説明資料の16ページをお願いします。 

 老人福祉費で11億2,830万円余の減額補正

をお願いしております。 

  説明欄を御覧ください。 

  ２の高齢者福祉扶助費につきまして、認知

症基本法理解促進事業(総合経済対策分)でご

ざいますが、これは、計画策定の準備といた

しまして、認知症の人や家族等の意見を聴

き、認知症への理解を深めるための啓発イベ

ントなどの実施に要する経費でございます。 

 次に、３の高齢者福祉対策費につきまし

て、(1)認知症診療・相談体制強化事業につ

きましては、認知症疾患医療センターの委託

額が当初の予定額を下回ったことにより減額

補正するものでございます。 

 (3)の認知症サポーターアクティブチーム

支援事業につきましては、認知症の方やその

家族を支える活動団体であります認知症サポ

ーターアクティブチーム、この認定に係る経

費の見込額の減により減額補正及び財源更正

するものでございます。 

 説明資料の17ページを御覧ください。 

 (4)在宅医療サポートセンター事業につき

ましては、県及び地域におきます在宅医療の

推進を図るための在宅医療サポートセンター

の運営経費につきまして助成するものでござ

いますが、所要額の見込み減により減額補正

するものでございます。 

 (5)の地域包括ケアシステム構築加速化事

業につきましては、市町村の課題に応じた専

門職の派遣や研修会の開催、地域リハビリテ

ーションに係る体制整備を行うものでござい

ますが、同じく所要額の見込み減により減額

補正及び財源更正するものでございます。 

 (6)の物価高騰対策事業(高齢者施設分)に

つきましては、令和５年度６月補正において

予算化し事業を実施しているところでござい

ますが、所要額見込み減により減額補正をす

るものでございます。 

 次の(7)訪問看護物価高騰緊急支援事業に

つきましては、物価高騰の影響を受けた小規

模訪問看護ステーションに対して、一定期間

運営経費を助成するものでございます。 

 説明欄の４、国庫支出金返納金につきまし

ては、老人福祉事業費等国庫支出金精算返納

金につきまして、令和４年度に実施した国庫

補助事業の減額の確定に伴う返納金等でござ

います。 

 １枚おめくりいただきまして、説明資料18

ページをお願いいたします。 

 説明欄の５、介護保険対策費につきまし

て、(3)介護給付費県負担金交付事業、(4)地

域支援事業交付金交付事業は、介護保険法に

基づく市町村に対する法定の負担金、交付金

等でございまして、いずれも、市町村の所要

見込み減により減額補正するものでございま

す。 

 (6)の第１号保険料県負担金交付事業につ

きましても、介護保険法に基づく市町村に対

する法定の交付金でございますが、同じく市

町村の所要額見込み増に伴い、増額補正をお

願いするものでございます。 

 説明資料の19ページを御覧ください。 

 (8)高齢者を支える地域活動支援事業につ

きましては、中山間地など地域の実情に応じ

た在宅サービスや生活支援サービスの基盤づ

くりに対する支援を行っているものでござい

ますが、交付額が当初の見込みを下回ったこ

とにより減額補正をお願いするものでござい

ます。 

 次に、６の介護保険財政安定化基金積立金

につきましては、これは、介護保険法に基づ

きます基金の償還金及び運用利息の積立てに

要する経費でございまして、運用利息の減に

伴い、減額補正をお願いするものでございま
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す。 

 最後の下段部分、公衆衛生総務費につきま

して、説明欄の１、保健医療推進対策費のう

ち、在宅医療連携推進事業につきましては、

在宅医療を担います医療、介護等の関係機関

の連携体制構築に要する経費でございます

が、所要額の見込み減に伴い、減額補正をす

るものでございます。 

 以上、認知症対策・地域ケア推進課の２月

補正予算といたしましては、総額11億2,970

万円余の減額をお願いしているところでござ

います。 

  最後に、説明資料の20ページを御覧くださ

い。 

  繰越明許の補正について御説明させていた

だきます。 

  上段、民生費につきましては、3,380万円

の繰越明許の追加設定をお願いしておりま

す。 

 これは、先ほど御説明いたしました認知症

基本法理解促進事業や訪問看護物価高騰緊急

支援事業の２事業につきまして、国の経済対

策を受けて予算要求をしているところでござ

いますが、年度内に事業完了が見込めないこ

とからお願いするものでございます。 

  下段の衛生費につきましては、267万円余

の繰越明許の設定をお願いしておりまして、

これは、内訳としまして、全国的な半導体不

足の影響により、当初補助対象経費を予定し

ていたその材料につきまして、納期の遅延が

見込まれるため、お願いするものでございま

す。 

  以上、認知症対策・地域ケア推進課は以上

でございます。御審議のほどよろしくお願い

します。 

 

○原田社会福祉課長  社会福祉課でございま

す。 

  ２月補正予算関係について、主なものを説

明いたします。 

 説明資料の21ページをお願いします。 

 社会福祉総務費として、61万円余の減額補

正をお願いしております。 

 説明欄の２、社会福祉諸費の(1)小規模法

人のネットワーク化による協働推進等事業

は、所要見込額の減により減額補正をお願い

するものです。 

 (2)の生活困窮者に対する物価高騰緊急支

援事業は、生活困窮者の支援を行う団体の活

動経費について助成するもので、増額補正を

お願いしております。 

 22ページをお願いします。 

 ２段目の生活保護総務費として、４億

1,149万円余の増額補正をお願いしておりま

す。 

  右側説明欄を御覧ください。 

 １の生活保護事務費の(2)生活困窮者総合

相談支援事業から(4)の保護施設等における

感染拡大防止対策事業まで、所要見込額の減

により減額補正及び財源更正をするものでご

ざいます。 

 続いて、23ページをお願いします。 

 説明欄４の国庫支出金返納金は、令和４年

度国庫負担金等の確定に伴う精算返納金でご

ざいます。 

 次に、下段の扶助費として、6,151万円余

の増額補正をお願いしておりますが、これ

は、生活保護世帯の増加傾向に伴い、増額を

お願いするものです。 

  24ページをお願いします。 

  精神保健費として、1,237万円余の減額補

正をお願いしておりますが、これは、ひきこ

もり支援推進事業の所要見込額の減によるも

のです。 

  以上、社会福祉課の補正予算としまして、

４億6,890万円余の増額補正をお願いしてお

ります。 

  続きまして、25ページをお願いいたしま

す。 

  繰越明許費の補正で958万円余の追加設定
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をお願いしております。 

 これは、生活困窮者の支援を行う団体の事

業が年度内に完了しないことが見込まれるた

め、追加でお願いするものでございます。 

  社会福祉課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○木村子ども未来課長  子ども未来課でござ

います。 

  資料26ページをお願いします。 

 主なものについて御説明いたします。 

  まず、児童福祉総務費で８億162万円余の

減額補正をお願いしています。 

 27ページの右側説明欄(9)を御覧くださ

い。 

 (9)の出産・子育て応援交付金事業は、妊

娠、出産に伴う経済的給付と伴走型の相談支

援を行う事業ですが、交付金が国から市町村

へ直接交付となったため、減額をしておりま

す。 

 (11)の熊本県放課後児童健全育成事業等に

おけるＩＣＴ化推進事業は、放課後児童クラ

ブ等において業務のＩＣＴ化を推進するため

の助成分です。 

 おめくりいただき、28ページをお願いいた

します。 

 右側説明欄(12)の性被害防止対策支援事業

は、国の経済対策において、保育所や児童養

護施設等における性被害防止対策が予算化さ

れたことに伴い、簡易更衣室等費用の助成に

ついて、当課所管施設分を計上しています。 

 (13)ＩＣＴ化推進等事業は、業務負担軽減

を図るＩＣＴ機器等の導入費用助成につい

て、国の経済対策を活用し、新たに認可外保

育所分を計上させていただくものです。 

 次の29ページ、最下段、公衆衛生総務費の

右側説明欄を御覧ください。 

 先天性代謝異常等検査は、新生児期におけ

る難病の早期発見、早期治療を目的としてお

り、本県は、国が定める20疾患にプラス３疾

患の一部公費助成を、全国に先駆け、令和４

年度から実施しています。このうち、２疾患

が経済対策により国の実証事業として事業化

されたことから、国費を受け入れるために財

源更正を実施するものです。 

 おめくりいただきまして、飛びますが、31

ページをお願いいたします。 

 私学振興費で、２億2,781万円余の減額補

正は、私立幼稚園運営費等の所要見込額の減

少が主ですが、右側説明欄(5)の給食費支援

事業は、物価高騰による給食費のかかり増し

経費が子育て世帯に転嫁されないよう、国の

重点支援地方交付金を用いて補助を行うもの

です。 

 以上、子ども未来課の補正予算としまし

て、15億5,985万円余の減額補正をお願いし

ております。 

  おめくりいただきまして、32ページは、繰

越明許費の補正になります。 

 いずれの事業も、国の経済対策に対応し、

年度内の執行が困難な見込みであるため、総

額3,605万9,000円の追加設定をお願いするも

のです。 

  子ども未来課は以上です。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○浦津子ども家庭福祉課審議員  子ども家庭

福祉課でございます。 

 まず、説明資料33ページからお願いをいた

します。 

 子ども家庭福祉課では、２月補正予算とい

たしましては、おおむね所要額の減による減

額補正と国の経済対策の事業に関する補正を

お願いしています。 

 経済対策として実施する主なものに絞って

御説明をいたします。 

 経済対策事業については、いずれも、全額

を繰り越して、令和６年度に実施する予定で

す。 

 資料34ページをお願いします。 
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 右側の説明欄の(4)困難に直面する学生等

へのアウトリーチ支援事業につきましては、

困難に直面する学生等に対し、生活支援物資

等をアウトリーチ型で届けることで生活支援

を行い、さらに相談支援へとつなげる国のモ

デル事業を新規に実施するための経費とし

て、987万円余を計上しています。 

 続いて、35ページでございます。 

 下段の母子福祉費の説明欄をお願いしま

す。 

 １の(2)ひとり親家庭等支援事業と(3)の子

どもの貧困対策推進事業は、物価高騰の影響

を受ける独り親家庭への支援を行う団体や子

供支援を行う子ども食堂等に対して助成を行

う経費について、増額をお願いしています。 

 続いて、37ページをお願いします。 

 児童福祉施設費のうち、右側の説明欄で新

規としております(4)の性被害防止対策支援

事業は、児童養護施設等における性被害防止

対策への助成分を計上しております。 

 以上、子ども家庭福祉課の補正予算といた

しましては、全体で2,410万円余の減額とな

っております。 

  続きまして、38ページの繰越明許費につい

て、６億8,241万円余の追加設定をお願いす

るものです。 

  右側備考欄下段の一番上の子育て家庭支援

事業と上から６番目の清水が丘学園整備事業

は、いずれも、ハード整備の一部の施工が年

度内に完了しないことが見込まれるため、繰

り越すものです。 

 その他の事業につきましては、国の経済対

策に伴うもので、先ほど御説明しましたとお

り、全額繰越設定をお願いし、４月以降の執

行を予定しております。 

 以上です。御審議のほどよろしくお願いい

たします。 

 

○高三潴障がい者支援課長 障がい者支援課

でございます。 

 39ページをお願いいたします。 

 障害者福祉費で２億377万円余の減額をお

願いしております。 

 説明欄１、障がい者扶助費の(2)でござい

ます。 

 障害福祉サービス費等負担事業につきまし

て、障害者のサービス利用に係る県負担金で

ございまして、所要額見込みの減額によりま

して、10億4,484万円余の減額を行うもので

ございます。 

  次に、２、障がい者福祉諸費につきまし

て、次のページでございます、(9)を御覧い

ただきます。 

 看護、福祉職員等の処遇改善の推進事業で

ございます。経済対策といたしまして、障害

福祉サービス事業所等が実施をいたします福

祉、看護職員への処遇改善に必要な経費を補

助するものでございます。３億1,864万円余

のお願いをしております。 

  次、41ページをお願い申し上げます。 

  下のほうの３の(2)障がい者福祉施設整備

費、令和５年の経済対策分でございます。障

害者支援施設、あるいは障害福祉サービス事

業所の整備、大規模修繕等に要します費用を

補助するものでございまして、経済対策分と

しまして、10億5,380万円余の増額をお願い

しております。 

  次、42ページでございます。 

  ４の国庫支出金返納金でございます。 

 (1)から次のページ、(5)まで、計8,242万

円余の増額を行います。平成30年度から令和

４年度までの国庫負担金額の確定に伴いまし

て、返納金が生じたものでございます。 

 次の43ページをお願いいたします。 

 説明欄の５、重度心身障害者の医療費につ

きまして、重度心身障がい者医療費助成事業

を行う市町村に対する助成でございまして、

所要額見込みの減額によりまして、２億

4,078万円余の減額を行うものでございま

す。 
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  次に、下の段でございます。 

 児童措置費で６億1,226万円余の減額をお

願いしております。 

  主なものといたしまして、説明欄１、児童

扶助費の障害児施設の給付費等の支給、ある

いは障害児施設措置事業につきましてです

が、障害者の入所あるいは通所支援に係りま

す県負担金等でございまして、所要見込額の

減によりまして、６億8,360万円余の減額を

お願いしております。 

  次の44ページをお願いいたします。 

  上段の４、国庫支出金返納金でございま

す。 

 7,338万円余の増額を行います。令和４年

度国庫負担金額の確定に伴いまして、返納額

が生じたものでございます。 

 次の45ページをお願いいたします。 

 精神保健費でございまして、2,288万円の

増額をお願いしております。 

  次の46ページ、説明欄の３、国庫支出金返

納金でございますが、(1)から(5)まで、合計

で2,138万円余の増額を行います。令和４年

度国庫負担金の額の確定に伴いまして、返納

額が生じたものでございます。 

 以上、障がい者支援課の２月補正予算額と

しまして、総額７億2,915万円余の減額をお

願いしております。 

  さらに、48ページをお願いいたします。 

  繰越明許費でございます。 

 民生費につきまして、年度内に完了が見込

めない障がい者福祉施設整備費や経済対策と

して取り組みます看護、福祉職員等の処遇改

善等の事業につきまして、社会福祉費で14億

3,709万円余の追加設定をお願いするもので

ございます。 

  障がい者支援課の説明は以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いをいたしま

す。 

 

○笠医療政策課長  医療政策課でございま

す。 

  資料の49ページをお願いいたします。 

 ２月補正予算の主なものを御説明いたしま

す。 

 まず、公衆衛生総務費で11億9,664万円余

の減額をお願いしております。 

  説明欄をお願いします。 

  １、保健医療推進対策費の(3)医療施設等

施設・設備整備費につきましては、全体では

減額となっておりますが、実績見込みを踏ま

えた減額に加え、国の経済対策に対応し、電

子処方箋を導入する医療機関に対して経費の

助成を行う新規事業分の増額を含んだものに

なります。 

 ページをおめくりいただきまして、１ペー

ジ飛ばしまして、51ページをお願いいたしま

す。 

 ３の国庫支出金返納金につきましては、令

和４年度の国庫補助金の額の確定などに伴

い、増額をお願いしております。 

 次のページをお願いいたします。 

 52ページでございます。 

 予防費で250億7,964万円の減額をお願いし

ております。 

 説明欄１、感染症予防費の(1)から(5)につ

きましては、新型コロナウイルス感染症対策

に係る事業となります。 

 当初予算要求時には、令和４年度の制度が

通年で継続する見込みとしておりましたが、

昨年５月８日に５類へ移行したことなどの影

響で減額となっているものです。 

 なお、(3)新型コロナウイルス感染症入院

医療機関設備整備事業は、５類移行に伴い、

コロナ入院受入れ医療機関における設備整備

の補助対象機器が減少したことにより、(4)

新型コロナウイルス感染症患者等入院病床確

保事業は、５類移行後の経過措置による確保

病床数の減少及び昨年10月以降、コロナ入院

患者数に応じて段階的に病床を確保する制度

となりましたが、本県においては、入院患者
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数が基準を上回ることがなく、病床を確保す

るに至らなかったことなどにより、所要見込

額が大きく減少しております。 

 次、53ページをお願いいたします。 

 (6)の看護・福祉職員等処遇改善推進事業

(看護分)は、国の経済対策に対応した新規事

業で、病院及び有床診療所に勤務する看護補

助者の収入を、本年２月から５月までの４か

月間、月額6,000円程度引き上げるために必

要な財源を対象医療機関に助成するもので

す。 

  中段下から２段目の医務費でございます。 

 2,442万円余の減額をお願いしておりま

す。 

 最下段の保健師等指導管理費では、4,015

万円余の減額をお願いしております。 

 いずれも、各事業の実績見込みを踏まえた

減額及び報酬等改定に伴う増額となっており

ます。 

  ページをおめくりいただきまして、54ペー

ジをお願いいたします。 

  以上、増減額を合わせまして、最下段の課

計のとおり、今回、263億4,863万円余の減額

補正をお願いしております。 

  続きまして、55ページをお願いいたしま

す。 

  繰越明許費の補正といたしまして、衛生

費、公衆衛生費で２億9,272万円余の追加設

定をお願いしております。 

 備考欄にありますとおり、医療施設等施

設・設備整備費、病床機能分化・連携推進事

業及び看護・福祉職員等処遇改善推進事業の

３事業で繰越しをお願いしているものです。 

 繰越理由につきましては、それぞれ、実施

設計に時間を要したことや資材、労務者の手

配、調整に不測の日数を要したこと、また、

３ポツ目は、国の経済対策に伴う事業で、年

度内の事業完了が困難となったことによるも

のになります。 

 医療政策課の説明は以上です。御審議のほ

どよろしくお願いいたします。 

 

○浦田国保・高齢者医療課長 国保・高齢者

医療課でございます。 

 資料の56ページをお願いいたします。 

 ２月補正予算につきまして、主な事業を御

説明いたします。 

 国民健康保険指導費につきまして、１億

4,514万円余の減額を計上しております。 

 減額の主な理由は、説明欄の２でございま

す。  

 国民健康保険制度安定化対策費の国民健康

保険保険基盤安定等負担金につきまして、低

所得者世帯等の保険料の軽減の対象となりま

す被保険者数が当初見込みを下回ったためで

ございます。 

 次に、公衆衛生総務費につきまして、４億

4,618万円余の増額を計上しております。 

 増額の主な理由は、説明欄１の後期高齢者

医療対策費の(1)でございます。 

 後期高齢者医療給付費負担金につきまし

て、後期高齢者の医療給付費が当初見込みを

上回ったものでございます。 

 57ページをお願いいたします。 

 国民健康保険事業特別会計繰出金は、国民

健康保険法に基づく法定負担金として、国保

事業特別会計に繰り出すものでございます

が、医療費に係る保険給付費等の所要見込額

の増によりまして、１億6,380万円余の増額

を計上しております。 

  以上、一般会計で４億6,484万円余の増額

をお願いしております。 

  国保・高齢者医療課は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○小夏健康づくり推進課長  健康づくり推進

課でございます。 

  説明資料58ページをお願いいたします。 

 主なものについて御説明いたします。 

  まず、公衆衛生総務費で3,283万円余の増
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額をお願いしております。 

  右の説明欄を御覧ください。 

  ２、健康づくり推進費、(1)歯科保健推進

事業、(2)市町村健康増進事業につきまして

は、いずれも、所要見込額の減に伴う減額で

ございます。 

 ３、原爆被爆者健康診断費及び４、原爆被

爆者特別措置費につきましても、所要見込額

の減に伴う減額でございます。 

 59ページをお願いいたします。 

 説明欄６、国庫支出金返納金につきまして

は、令和４年度国庫補助金額の確定に伴う返

納金でございます。 

 次に、予防費でございますが、42万円余の

減額をお願いしております。 

 これは、説明欄、ハンセン病事業費におけ

る所要見込額の減に伴う減額及び国庫委託金

を充当することに伴う財源更正でございま

す。 

 次の国民健康保険事業特別会計への繰出金

につきましては、5,511万円余の減額をお願

いしております。 

 これは、市町村が実施する事業に対する負

担金で、市町村の所要見込額の減に伴う減額

でございます。 

  以上、一般会計で、最下段、補正額2,270

万円余の減額をお願いしております。 

  健康づくり推進課は以上でございます。 

 

○境薬務衛生課長  薬務衛生課でございま

す。 

  説明資料の60ページをお願いいたします。 

 主なものについて御説明いたします。 

  上段の公衆衛生総務費で30億6,317万円余

の減額をお願いしております。 

  右側説明欄１、衛生諸費の軽症者等の宿泊

療養事業は、新型コロナウイルス感染症の軽

症者等が療養するための宿泊施設の借り上げ

に要する経費です。通年で必要な経費を要求

しておりましたが、昨年５月８日で５類に移

行したことにより、当初の見込額を下回った

ことに伴う減額でございます。 

 61ページをお願いいたします。 

 薬務費で1,598万円余の増額をお願いして

おります。 

 右側説明欄に薬務行政費においては、(3)

医療物資供給支援事業は、医療機関等に対す

るマスクや消毒液等の医療物資供給及び備蓄

に要する経費ですが、当初の見込額を下回っ

たことに伴う減額でございます。 

 62ページをお願いいたします。 

 (7)電子処方箋の活用・普及促進事業でご

ざいます。 

 電子処方箋を導入する薬局に対する助成で

あり、国の経済対策を受けたものでございま

す。 

 以上、薬務衛生課の２月補正予算といたし

ましては、最下段にありますとおり、総額30

億4,432万円余の減額をお願いしておりま

す。 

  次に、63ページをお願いいたします。 

  繰越明許費の補正でございます。 

  医薬費で4,634万円余の追加設定をお願い

するものであり、さきに述べました国の経済

対策である電子処方箋の活用・普及促進事業

が年度内に事業が完了しないことが見込まれ

るため、追加でお願いするものでございま

す。 

  薬務衛生課の説明は以上でございます。御

審議のほど、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 

○楠本千秋委員長  次に、議案第３号の説明

をお願いします。 

 

○浦津子ども家庭福祉課審議員 子ども家庭

福祉課でございます。 

 資料は、64ページをお願いします。 

 議案第３号、母子父子寡婦福祉資金特別会

計の補正予算でございます。 
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 これは、独り親家庭等に対しまして、子供

の修学資金や生活資金等の各種貸付けを行う

ものですが、所要額の増加が見込まれますの

で、509万円余の増額をお願いしています。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○楠本千秋委員長 次に、議案第14号の説明

をお願いします。 

 

○浦田国保・高齢者医療課長 国保・高齢者

医療課でございます。 

 資料の65ページをお願いいたします。 

 国民健康保険事業特別会計の２月補正予算

についてでございます。 

 国民健康保険運営費につきまして、50億

7,085万円余の増額を計上しております。 

 主な事業について御説明いたします。 

  説明欄１の国民健康保険保険給付費等交付

金でございますが、医療費に係る保険給付費

が当初見込みを上回ったことによる増額でご

ざいます。 

 ２の社会保険診療報酬支払基金納付金でご

ざいますが、後期高齢者支援金など、支払基

金に対して支払う納付金が当初見込みを下回

ったことによる減額でございます。 

 また、３の財政安定化基金積立金でござい

ますが、国保財政安定化のための基金への積

立て及び市町村への貸付けによる増額でござ

います。 

 説明欄５の国庫支出金返納金は、令和４年

度の国庫負担金等の実績額の確定に伴う国へ

の返納金でございます。 

 続きまして、66ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 情報処理関連業務としまして、国民健康保

険総合システムの回線使用料につきまして３

月中に契約を行う必要がありますので、債務

負担行為の設定をお願いしております。 

 国保・高齢者医療課は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○小夏健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 資料67ページをお願いいたします。 

 国民健康保険事業特別会計でございます。 

 公衆衛生総務費で1,007万円余の減額補正

をお願いしております。 

  右側説明欄の１、健康づくり推進費の(1)

国庫支出金返納金につきましては、令和４年

度国庫補助金の額の確定に伴う返納金でござ

います。 

 (2)国保ヘルスアップ支援事業は、糖尿病

予防に関する経費や特定健診未受診者対策の

ための研修等に要する経費でございますが、

所要見込額の減に伴う減額をいたします。 

 説明は以上です。御審議のほどよろしくお

願いいたします。 

 

○楠本千秋委員長 次に、議案第19号の説明

をお願いします。 

 

○川上総務経営課長 病院局総務経営課でご

ざいます。 

 資料の68ページをお願いいたします。 

 まず、表の左側の収益的収支の収入につき

ましては、新型コロナの影響により減少した

患者数が回復せず、患者数が減少したことに

よりまして１億769万円余の減額を、支出に

つきましては、１億3,582万円余の減額をお

願いするものでございます。これらにより、

補正後の損益は2,253万円余のプラスとなる

見込みです。 

  次に、右側の資本的収支の収入につきまし

ては、備品整備にコロナ臨時交付金を活用し

たことに伴い、962万円余の増額をお願いし

ております。 

  次に、69ページをお願いいたします。 

  収益的支出についてですが、右側の説明欄

を御覧ください。 
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  職員の退職及び人事異動に伴う給与費の減

や委託料の執行見込額の減等によりまして、

合計１億3,582万円余の減額をお願いしてお

ります。 

  次に、おめくりいただき、70ページをお願

いいたします。 

  債務負担行為の設定でございます。 

 こころの医療センターの業務のうち、令和

６年４月１日から業務を行う必要がある庁舎

等管理業務等につきまして債務負担行為の設

定をお願いするものでございます。 

 病院局の説明は以上でございます。御審議

のほどよろしくお願いいたします。 

 

○楠本千秋委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、議案について質疑を受けた

いと思います。質疑はありませんか。 

 

○藤川隆夫委員 最初に部長のほうの総括説

明にもありますし、医療政策課からも話があ

りましたし、また、薬務衛生課からもありま

した新型コロナウイルス感染症、もう昨年５

月から５類になり、大分人の感覚というか、

人の恐怖感というか、様々な部分において落

ち着いてきている部分があろうかというふう

に考えております。 

 そういう中で、今回、空床補償に関しまし

て減額補正が出ております。ある程度見込み

を持ちながら空床の確保を行い、そして、療

養ベッドの確保等も行ってこられたというふ

うに考えておりますけれども、実質的にこの

空床の利用率といいますか、実際に利用して

いる方、極めて減ってきていると思います。

療養ベッドも一緒だろうと思いますけれど

も、そういうふうなところのまず現状をちょ

っと教えていただければと思います。 

 

○笠医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 藤川委員のほうから、今空床の利用率のお

話かと思います。ありがとうございます。 

 で、利用率につきましては、すみません、

今手元には持ち合わせていないんですけれど

も、５類移行の状況でいきますと、今回の減

額につきましては、もともと昨年度の最大1,

131床というのがベースで当初予算を組んで

いたんですけれども、その後、５類への移行

に伴いまして、もともとの空床の確保の数が

721床に減少したということ、また、先ほど

も御説明いたしましたけれども、10月以降に

つきましては、制度が変わりまして、入院患

者数が531人を超えて初めて空床確保料をお

支払いするという制度になりましたので、で

すので、大変申し訳ありません、10月以降に

つきましては、いわゆるこの空床補償制度を

活用した空床の利用というのはございませ

ん。 

 ただ、それぞれの医療機関のほうで、コロ

ナ病床を確保していただいておりまして、そ

の確保いただいた病床で御対応いただいてい

るということで認識をしております。 

 医療機関間での調整でおおむね入院は進ん

でいっているということでございまして、県

の調整を要した事例というのも、今年度に入

りまして15例程度ですので、昨年度までと比

較すると格段に減ってきている、医療機関の

御努力で入院のほうは受け入れていただいて

いるものというふうに認識をしております。 

 すみません、よろしくお願いいたします。 

 

○藤川隆夫委員 薬務衛生課の療養ベッドの

件も。 

 

○境薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。 

 宿泊療養施設についてのお尋ねでございま

す。旅館、ホテル等を借り上げまして軽症者

の宿泊療養を行っておりましたけれども、５

類に移行した昨年の５月をもちまして宿泊療

養施設の運用は一旦停止をしているという状
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況でございます。 

 以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員 今の状況、分かりました。

どちらにしろ、５類に移ってから、やっぱり

多くの県民の気分というのは全く変わってき

たというふうに思っておりますし、医療機関

も、実は発熱外来というのは区分けをしなが

らやっているところはだんだん減ってきてお

りまして、通常に熱があっても、院内で、コ

ロナであろうがインフルであろうが、両方診

療しているというのが恐らく今の現状だろう

というふうに思っています。 

 そういう意味において、今後、この空床補

償というのはもう当然これはなくなってくる

というふうに思いますし、ある意味、必要な

くなってくるんだろうなというふうに考えて

おりますので、ただ、まだどちらにしろ重症

化する方がいないわけじゃないので、その方

々が入れるようなところだけ確保しておいて

もらえれば、もうあとはいいのかなという今

感覚で私はいます。 

 そういうふうなことを含めて、まだまだち

ょっと対応が必要な部分出てくるかというふ

うに考えておりますので、そこだけちょっと

押さえてもらえればというふうに思っており

ますので、それ以外のところはもう普通でい

いんじゃないのかなというふうな感覚があり

ます。よろしくお願いします。 

 委員長、もう１点いいですか。 

 あわせまして、このワクチン接種の件に関

しましても、もう７回目打たれる方もいらっ

しゃいますけれども、実は接種率が極めて、

恐らく下がってきていると思っています。と

いうのも、現場でやってますと、今まで打っ

た中で、多少なりとも副反応がある方々はも

うほとんど今接種しようとされてません。逆

に言うと、接種しても何ら副反応がなかった

方々だけが、どうも７回目打っているという

ふうな感覚私はあるんですけれども、現実の

その接種率的なものが分かれば、ちょっと教

えてもらえればと思います。必要な方、65歳

以上で構いませんけれども。 

 

○椎場健康危機管理課長 コロナワクチンの

接種率でございますけれども――今現在、全

年齢でいいますと大体23％程度でございま

す。65歳以上の高齢者につきましては大体約

半分、50％程度ぐらいの接種率という形にな

っております。これは、全国的にも大体同様

の傾向になっておりまして、本県が特に高い

とかいったような状況はございません。今そ

ういう状況になっております。 

 

○藤川隆夫委員 分かりました。あくまでも

任意接種という形になるし、来年からは恐ら

く費用負担も出てくるような話も出てきてお

りますので、これからも、ただ、コロナがな

くなったわけじゃないので、必要な方は必要

な形で打てるような体制だけつくってもらえ

ればと思いますので、よろしくお願いしま

す。 

 以上です。 

 

○楠本千秋委員長 ほかにありませんか。 

 

○鎌田聡委員 28ページと、37もですけれど

も、子ども未来課で性被害防止対策支援事業

が認可外保育施設等分ということで、先ほど

簡易更衣室という話をちょっとお伺いしたん

ですけれども、実際これがどういうものなの

か、これで性被害防止にどうつながるのかと

いうことと、37ページも子ども家庭福祉課

で、児童養護施設分で上がっておりますの

で、これはどういうやつなのか、それぞれ教

えていただきたいと思います。 

 

○木村子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 今回の性被害防止対策支援事業につきまし
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ては、事業費が１施設当たり10万円というこ

とで国から出されております。それに伴いま

して、子供さんが着替えをするときに、プラ

イバシーを保護するためのパーテイションで

あったり、例に引きました簡易更衣室と、ち

ょっとその目隠し等になるものを置くであっ

たりとか、あるいは人感センサーライトであ

ったり、それから、保護者が心配しないよう

に指導の様子を記録できるポータブルカメラ

等が対象というふうになっております。 

 以上でございます。 

 

○鎌田聡委員 すみません。子ども家庭福祉

課のほう。 

 

○浦津子ども家庭福祉課審議員 子ども家庭

福祉課でございます。 

 当課の所管の施設におきましても、今子ど

も未来課のほうからお答えをさせていただい

た内容とほぼ同様でございまして、パーテイ

ションや簡易更衣室等の設置による子供のプ

ライバシー保護、あるいは保護者の方々から

の確認の依頼あたりに応えるためのカメラの

設置、そういったものが主なものになってお

ります。 

 以上でございます。 

 

○鎌田聡委員 そういった少しでもやっぱり

子供さんを見えなくしていくということは大

事だろうと思いますけれども、一つ、児童養

護施設で、熊本市内では職員が子供に性的虐

待をしていたという事案が明らかになってお

りますので、そういったところの防止策とい

うのも、なかなかこれはもう職員の方々のそ

ういった資質とか、そういったものに関わる

問題ですけれども、やっぱりそういったこと

を早期発見とか、そうできるような対策もや

っていただきたいので、その辺は何か改め

て、この熊本市の事例が出た後に、特に児童

養護施設とか認可外保育はどうなのか、ちょ

っとあれですけれども、そういった職員向け

の性加害というか、そういった対策というの

は何か取られているんでしょうか。 

 

○浦津子ども家庭福祉課審議員 今、鎌田委

員御指摘のとおり、そういった報道もなされ

ております。そういったものを受けまして、

本県所管している施設に対しましても、そう

いった部分の再度の周知であるとか、そうい

ったところの徹底を再度やるようにというふ

うなところで、まずは、そちらのほうを今さ

せていただいてるところでございます。 

 今後、また対応可能なものがございました

ら、追って、そのあたり徹底をしていきたい

というふうに思っております。 

 

○木村子ども未来課長 子ども未来課です。 

 すみません、私どものほうも、保育所さん

のほうに市町村を通して、こういった子供の

被害、虐待、これも虐待の一種ですので、そ

ういったことがないようにということでの指

導、周知をしているところでございます。 

 それから、防犯カメラ等を設置するという

ことにつきましては、これはあくまでも個別

の保育園さんの経営側の判断になるかと思い

ますので、そこら辺は、そういう方法を取ら

れるところがあるというふうには伺っている

ところでございます。 

 以上です。 

 

○鎌田聡委員 カメラとかそういうものが、

またプライバシーとかそういった問題にも関

わってきますので、これはなかなか難しいと

ころあると思いますけれども、要は、やっぱ

り職員さんが、そういった養護施設の子供た

ちですけれども、そういったところへの対応

をしっかりともう一回徹底していただくこと

が大事だと思いますので、ぜひその辺よろし

くお願いしときます。 

 以上です。 
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○楠本千秋委員長 よろしいでしょうか。ほ

かにありませんか。 

 

○藤川隆夫委員 17ページの地域包括ケアシ

ステムの構築に関してですけれども、これ

は、県のほうから各自治体のほうに地域包括

ケアシステムの構築を進めなさいって話が行

っていると思うんですけれども、実は自治体

間によって結構温度差があるというふうにも

聞いておりますし、なおかつ、医療資源、介

護資源、ともに潤沢なところと極めて不十分

なところとあるというふうに考えておりま

す。 

 特に、不十分な部分においては、基礎自治

体だけで済むのか、それとも地域の他の自治

体との連携というのも恐らく今後必要になっ

てくるというふうに考えるんですけれども、

そのような状況というのは今どういうふうに

なっているか、教えていただければと思いま

す。 

 

○米澤認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 藤川委員、非常に重要なところを御指摘い

ただきましてありがとうございます。 

 委員御指摘のとおり、地域包括ケアシステ

ムの構築状況というのは、やはりどうしても

その医療資源ですとか介護資源ですとか、そ

の市町村の規模ないしその資源の状況によっ

て左右されるというところは正直あるかと思

います。 

 現在ですと、今委員から御提案がございま

したような、その市町村を越えての連携とい

うところは、特にその介護体制ですと、市町

村がメインで業務を行う関係もありまして、

なかなか進んでいないところはあります。 

 ただ一方で、医療関係について申します

と、２次圏域が市町村をまたいだ圏域でござ

いますので、在宅医療の体制づくりとかを市

町村を越えて実施したりしている例もござい

ますし、あと、介護の近い例でいいますと、

リハビリテーション体制も県が力を入れて頑

張っておりますので、こういうところも市町

村を越えて取組を進めているところもござい

ます。 

 また、介護につきましても、その人材確保

ですとか、そういう地域密着サービスとか市

町村越えての受入れとかもできるものになっ

ておりますので、やはり最後は、その市町村

がどれぐらいその地域包括ケアシステムに理

解と熱意を持って取り組んでくださるかって

ところに左右されるのが正直なところでござ

いますけれども、県としても、そういうやる

気のある市町村を応援できるように伴走型で

支援をしたりですとか、あとは、市町村の方

々の今回の計画策定の支援など行いまして、

力いっぱい支援をしていきたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

 

 ○藤川隆夫委員 やる気のあるところはそ

れで大丈夫だと思うんですけれども、問題

は、やる気がないところだけれども、やっぱ

り住民そこに住んでいるわけで、ある意味、

地域包括ケアの対象者にもなりますし、その

中で、やっぱり訪問系を充実させることが極

めて大事だろうし、今、訪問看護、訪問介

護、訪問リハ、様々な形で訪問系を強化する

というのは大事だろうし、ただ、さっき言っ

たように、自治体が動かなければ、恐らくそ

れも極めて難しい部分があるというふうに思

っておりますので、当然県のほうでは、積極

的なところ、そうじゃないところはもう御存

じだと思いますので、そうじゃないところに

逆の意味で積極的に働きかけをしてもらっ

て、きちっとした構築を進めるようにという

ことを強く、やっぱり言っていかないと先へ

進まないと思います。 

 さっき言ったように、自治体間の連携も含

めてやっぱりやっていかないと極めて難しい
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問題だろうというふうに考えておりますの

で、それを積極的にぜひ県のほうからやって

いただければと思います。よろしくお願いし

ます。 

 以上です。 

 

○楠本千秋委員長 よろしいでしょうか。 

 

○米澤認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 今委員から御指摘がございましたとおり、

特に、なかなか自分たちでどうしていいか分

からないと、やる気がないところも幾つかご

ざいますので、そういうところにつきまして

は、やはり担当者に熱意があっても組織全体

がそういう方向に向いてないと、なかなか担

当者も動きにくいというふうな話も聞いたり

しますので、その辺は課長同士で話をすると

か、あるいはもう少し高いレベルで、トップ

ダウンで検討しながら、いわゆるその組織全

体として市町村がやる気を持ってもらえるよ

うに、また、我々もしっかりと応援できるよ

うな体制を考えていきたいと思います。 

 以上でございます。 

 

○楠本千秋委員長 ほかにありませんか。 

 

○岩下栄一委員 臓器移植院内コーディネー

ターという人はどこにいるんですか。 

 

○境薬務衛生課長 臓器移植院内コーディネ

ーターにつきましては、県内の日赤など臓器

移植を行うようなそういった医療機関におり

ますので、そこで、ドナー側といいますか、

臓器移植がスムーズにいくように支援をする

という役割のコーディネーターでございま

す。 

 

○岩下栄一委員 日赤以外にいるんですか。 

 

○境薬務衛生課長 そのほか、移植を行って

おります熊大病院ですとか、熊本医療センタ

ーですとか、そういったところにもおります

し、県内大手の医療機関にはそういった院内

コーディネーターを置いて、そういった臓器

移植を一層推進していきたいというふうに考

えております。 

 

○岩下栄一委員 減額補正になっているけれ

ども、実績は幾つかありましたんですか。 

 

○境薬務衛生課長 実績につきまして、ちょ

っと今詳しい数については手元にございませ

んけれども、院内コーディネーターの設置を

進め、また、その研修を進めております。 

 また、今年度につきましては、これまで脳

死下移植、臓器移植につきましては、最大の

４件ということで、院内移植コーディネータ

ーの育成等の成果も出てきているものという

ふうに思っております。 

 

○楠本千秋委員長 ほかにありませんか。 

 なければ、以上で質疑を終了します。 

 それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第１号、第３号、第14号及び

第19号について、一括して採決したいと思い

ますが、御異議ありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり) 

○楠本千秋委員長 御異議なしと認めて、一

括して採決いたします。 

 議案第１号外３件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり) 

○楠本千秋委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外３件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、令和６年度当初予算及びその他の議

案について説明をお願いします。 

 担当課長から議案第20号の説明をお願いし

ます。 
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○本田健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 令和６年度当初予算関係について御説明申

し上げます。 

 説明資料の２ページをお願いいたします。 

 主なものについて御説明します。 

 まず、社会福祉総務費でございます。 

 13億7,059万円を計上しております。前年

度当初予算に比べまして、856万円余の減額

となっております。減額の主な要因は後ほど

御説明いたしますが、住まいの再建支援事業

の減によるものです。 

  右側の説明欄を御覧ください。 

 １、職員給与費は、現時点で見込まれる職

員数や給与額に基づいて計上しております。

この後、各課の説明欄に職員給と記載してい

るものにつきましては、同様の趣旨でござい

ますので、各課からの説明は省略させていた

だきます。 

 続いて、２、民生委員費は、民生委員、児

童委員の活動等に要する経費を計上しており

ます。 

 ３ページをお願いいたします。 

 ３、地域福祉振興費の(4)地域共生社会推

進事業は、市町村の包括的な相談支援体制整

備の推進に要する経費を計上しております。 

 ページおめくりいただき、４ページをお願

いいたします。 

 ４、社会福祉諸費の(2)福祉総合情報シス

テム運営費は、システムの運営及び国の標準

仕様化に伴いますシステム再構築に要する経

費を計上しております。令和６年度から７年

度にかけて移行作業を行い、令和８年度から

の新システム運用開始を目指してまいりま

す。 

 (4)の住まいの再建支援事業は、住まいの

再建に向けて県が実施しております自宅再建

の利子助成等の支援策について、必要額を要

求させていただいております。 

 (5)の災害弱者支援事業は、市町村が作成

する要支援者個別避難計画の作成支援に要す

る経費でございます。 

 続いて、ページおめくりいただき、６ペー

ジをお願いいたします。 

 上段の災害救助費でございます。 

 今回、６億2,855万円余を計上しておりま

す。前年度に比べまして１億7,051万円余の

減額となっております。減額の主な要因は、

熊本地震及び令和２年７月豪雨に係る応急仮

設住宅関連経費等の減額によるものでござい

ます。 

 右側説明欄１の災害救助対策費は、応急仮

設住宅に要する経費や災害派遣福祉チームの

活動費でございます。 

 下段の公衆衛生総務費につきましては、

3,926万円を計上しております。前年度に比

べまして１億4,190万円余の減額となってお

ります。減額の主な要因は、衛生総合情報シ

ステム運営費や地域保健医療推進協議会費等

の単年度事業の終了に伴う減によるもので

す。 

  次に、７ページをお願いします。 

 保健環境科学研究所費につきましては、保

健環境科学研究所の運営に関する経費で、３

億5,412万円余を計上しております。 

  おめくりいただき、８ページをお願いいた

します。 

 中段の保健所費は、県内10か所の保健所の

運営に関する経費でございます。保健所の公

用車の更新等に係る経費の増によるものがご

ざいます。 

 下段の元金は、災害援護資金貸付金の返済

に伴う貸付元金の国庫への償還金で、2,444

万円余をお願いしております。 

  以上、健康福祉政策課は、総額47億1,384

万円余をお願いしております。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○椎場健康危機管理課長  健康危機管理課で

ございます。 
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  説明資料の９ページをお願いします。 

 主なものについて御説明をいたします。 

 まず、公衆衛生総務費でございますが、３

億5,171万円余をお願いしております。 

 主な事業は、説明欄３の肝炎対策事業でご

ざいます。これは、Ｂ型肝炎及びＣ型肝炎の

患者の方々の治療に伴う医療費の助成や肝炎

ウイルス検査などに要する経費でございま

す。 

 次に、下段の結核対策費でございますが、

6,428万円余をお願いしております。 

 主な事業は、説明欄１の結核患者医療費、

10ページに移りまして、説明欄３の(2)結核

検診事業でございます。いずれも、感染症法

に伴う医療費の公費負担分、感染者等の検査

に要する経費でございます。 

 次に、下段の予防費でございますが、４億

884万円余をお願いしております。 

 説明欄１の(2)新型インフルエンザ対策費

は、新型インフルエンザ対策のための抗ウイ

ルス薬の備蓄及び保管に要する経費でござい

ます。 

 説明資料11ページをお願いいたします。 

 説明欄の(4)新型コロナウイルス感染症医

療費助成事業は、新型コロナウイルス感染症

の行政検査に要する経費を計上しておりま

す。 

 新型コロナウイルスの検査につきまして

は、昨年の５月８日以降、通常の保険診療に

変更されておりますけれども、５月８日以前

の検査分の請求が令和６年度も想定されるこ

とから予算措置をしているところでございま

す。 

 なお、治療薬、入院医療費の公費負担分に

ついては、令和５年度分の予算を繰越予算と

して対応する予定でございます。 

 次に、説明欄の(5)新型コロナワクチン接

種体制支援事業は、新型コロナワクチンに係

る専門的相談窓口の運営に要する経費でござ

います。 

 新型コロナのワクチン接種につきまして

は、令和６年度から、秋、冬に実施する高齢

者等を対象とした定期接種に見直すという方

針が示されておりますが、４月以降も今年度

分の接種に係る相談が見込まれることから、

新年度も、一定の期間、事業を継続する予定

でございます。 

 続きまして、説明欄の(6)新興感染症対応

力強化事業でございます。 

 こちらは、新興感染症の発生した場合に備

えまして、病床確保等を速やかに対応するた

め、県と協定を締結する医療機関の施設、設

備整備に要する設備整備等について助成をす

るものでございます。 

 説明資料の12ページをお願いします。 

 下段の食品衛生指導費でございますが、４

億7,011万円余をお願いしております。 

 説明欄１の(1)食品営業監視事業は、食品

営業施設の許可や監視指導及びＨＡＣＣＰの

導入推進等を行うための経費でございます。 

 説明資料の13ページをお願いします。 

 説明欄２の食品安全確保対策費の(1)から

(4)、説明資料14ページの説明欄３の乳肉衛

生費の(1)は、いずれも食品の安全性を確保

するための検査等に要する経費でございま

す。 

 説明欄３の(2)公衆衛生獣医師確保育成事

業は、獣医師職員の確保のための修学資金の

給付を行うものでございます。令和６年度

は、継続給付分の４名分と新規１名分の５名

分を計上しているところでございます。 

 説明資料15ページをお願いいたします。 

 環境整備費でございますが、２億4,213万

円余をお願いしております。 

  説明欄１の(2)動物愛護管理事業は、保健

所における犬や猫の引取り、捕獲、収容等の

業務及び動物愛護センター、保健所における

犬猫の飼養管理、譲渡等の動物愛護に関する

必要な経費を計上しております。 

 説明欄の２でございます。 
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 動物愛護推進事業でございますが、こちら

は、新動物愛護センター等において、動物愛

護の啓発、教育、保護犬猫の譲渡会、飼い主

のいない猫の対策など、動物愛護の取組を推

進するための経費を計上しているところでご

ざいます。 

 以上、健康危機管理課は、令和６年度の当

初予算としまして、最下段にありますとお

り、総額15億3,710万円余をお願いしており

ます。 

 御審議のほどよろしくお願いします。 

 

○下村高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 資料の16ページをお願いいたします。 

 主なものを説明させていただきます。 

 まず、社会福祉総務費で１億8,049万円余

をお願いしております。 

  説明欄の(1)の事業は、福祉人材センター

を設置しております県社会福祉協議会に委託

して行う介護人材の参入促進やマッチング支

援に要する経費でございます。 

  (2)は、県社会福祉協議会が行います修学

資金等の貸付事業に対しまして、その原資を

助成するものでございます。 

  次に、下段の老人福祉費で13億7,993万円

余をお願いしております。 

  次の17ページをお願いいたします。 

  説明欄２の事業は、軽費老人ホームの設置

者が行います利用料の一部減免に要する経費

について助成を行うものでございます。 

 また、３の(2)は、介護施設等の開設を円

滑に進めるため、研修や広報費等の準備に必

要な経費について、市町村を通じて助成する

ものでございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 ４の(2)の事業は、事業者団体等が実施し

ます介護人材確保の取組などについて助成を

行うものでございます。 

 次の19ページをお願いいたします。 

 老人福祉施設費で15億6,934万円余をお願

いしております。 

  (1)の事業は、老朽化に伴います特別養護

老人ホームの移転改築に要する経費について

助成を行うものでございます。 

  １つ飛びまして、(3)の事業及び次のペー

ジの(4)の事業は、いずれも市町村を通じて

施設の整備や感染対策設備の導入等について

助成を行うものでございます。 

 以上、高齢者支援課の令和６年度当初予算

といたしまして、総額で31億2,977万円余を

お願いしております。 

  高齢者支援課の説明は以上となります。御

審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○米澤認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 説明資料の21ページをお願いいたします。 

 老人福祉費で297億9,962万円余をお願いし

ております。 

 主な事業を御説明させていただきます。 

  説明欄の２、高齢者福祉対策費のうち、

(1)の事業につきましては、認知症疾患医療

センター等の認知症に係る医療体制、関係機

関の連携体制の強化や認知症コールセンター

による認知症の早期発見、相談体制の強化に

要する経費でございます。 

 説明資料の22ページをお願いいたします。 

 (3)の権利擁護人材育成事業は、認知症高

齢者などの権利擁護を目的に、成年後見制度

の利用を促進するための研修や権利擁護人材

の育成などに要する経費を市町村に助成する

ものでございます。 

 その下の(4)訪問看護推進事業は、訪問看

護サービスの一層の安定供給を図るための訪

問看護ステーションへの運営経費の助成や人

材確保などの取組の強化に要する経費でござ

います。 

 １枚飛びまして、説明資料の24ページをお

願いいたします。 
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 中段より下の３、介護保険対策費のうち、

主な事業につきまして、(1)の介護給付費県

負担金交付事業、その次の(2)の事業、そし

て、次の25ページに参りまして、(3)の第１

号保険料県負担金交付事業は、いずれも介護

保険法に基づく市町村に対する法定の負担金

や交付金でございます。 

 次に、４の介護保険財政安定化基金積立金

の事業につきましては、これは、介護保険財

政安定化基金の償還金や運用利息の積立てに

関するものでございます。 

 １枚めくっていただきまして、説明資料の

26ページをお願いいたします。 

 上段の公衆衛生総務費といたしまして、

731万円余をお願いしております。 

 内訳といたしまして、１の保健医療推進対

策費のうち、在宅医療連携推進事業につきま

しては、在宅医療を担う医療、介護等の関係

機関の連携体制構築に要する経費でございま

す。 

 次に、下段の医務費といたしましては、

1,577万円余をお願いしております。 

 内容といたしまして、１の歯科行政費のう

ち、在宅歯科医療機能強化事業につきまして

は、県歯科医師会在宅医療連携室が行う訪問

歯科診療の調整や人材育成、歯科診療所が行

う訪問歯科診療機器の購入に要する経費につ

いて助成するものでございます。 

 以上、認知症対策・地域ケア推進課といた

しまして、令和６年度につきましては、総額

298億2,270万円余をお願いしております。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○原田社会福祉課長  社会福祉課でございま

す。 

 当初予算について、主なものを説明しま

す。 

 27ページをお願いいたします。 

 社会福祉総務費として、１億5,777万円余

を計上しております。 

  説明欄の３、(2)日常生活自立支援事業

は、県社会福祉協議会が行う認知症高齢者な

ど判断能力が十分でない方に対する支援に要

する経費について助成するものです。 

 28ページをお願いします。 

 下段の遺家族等援護費について、7,275万

円余を計上しております。 

  次の29ページの説明欄を御覧ください。 

  ２の(3)引揚者等援護扶助費は、県内で生

活される中国残留邦人に支給される支援給付

金でございます。 

 下段の生活保護総務費として、８億7,876

万円余を計上しております。 

  次の30ページを御覧ください。 

  説明欄の(2)の生活困窮者自立支援プラン

推進事業は、生活困窮者に対する家計改善の

助言や子供の学習を支援するための経費で

す。 

  (3)の生活困窮者総合相談支援事業は、生

活困窮者に対する相談支援窓口の設置等、包

括的な支援に要する経費です。 

 31ページをお願いいたします。 

 扶助費として、39億4,695万円余を計上し

ております。 

 これは、生活保護費に必要な生活扶助や医

療扶助等に要する経費でございます。 

  最後に、精神保健費として、2,079万円余

を計上しております。 

 これは、ひきこもり地域支援センターの運

営等に要する経費でございます。 

  以上、社会福祉課合計で50億7,704万円余

をお願いしております。 

  次に、32ページをお願いいたします。 

  債務負担行為の設定でございます。 

 生活保護世帯進学応援資金貸付につきまし

て、大学等の在学期間中継続して生活費を貸

し付ける必要がございますので、債務負担行

為の設定をお願いするものでございます。 

  社会福祉課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 
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○木村子ども未来課長  子ども未来課でござ

います。 

 33ページから、主な事業について御説明い

たします。 

  最下段の児童福祉総務費で41億1,441万円

余を計上しております。 

  おめくりいただき、34ページ右側の説明欄

を御覧ください。 

  ２の(1)多子世帯子育て支援事業は、国の

保育料無償化制度対象外のゼロから２歳児

で、第３子以降の保育料無償化を県と市町村

で行うものです。 

 (3)の児童健全育成事業は、放課後児童ク

ラブの運営費に対する助成でございます。 

 (5)の子育て支援強化事業費補助金は、市

町村が実施する様々な子育て支援事業への助

成ですが、全ての妊産婦、子育て世帯や子供

への相談支援を行う子ども家庭センターやこ

れを補完する役割を持つ身近な子育て相談機

関の運営費、また、給食なども必要に応じ、

施設等に短期入所した親子等を支援する専従

職員の配置経費等を追加しております。 

 おめくりいただきまして、36ページをお願

いいたします。 

 説明欄４の(1)保育士人材確保事業は、保

育士の再就職支援や保育士の補助業務者の雇

い上げ助成等に対する助成経費です。 

 下段の児童措置費は、157億2,313万円を計

上しております。 

 これは、保育所、認定こども園等に対する

給付費の県負担分です。 

  次の37ページを御覧ください。 

  児童福祉施設費では、13億4,787万円余を

計上しております。 

 右側説明欄の(1)特別保育総合推進事業

は、延長保育や障害児の受入れに必要な改修

費等を助成するものです。 

  おめくりいただき、38ページをお願いいた

します。 

  公衆衛生総務費で10億5,087万円余をお願

いしています。 

  39ページ、右側の説明欄を御覧ください。 

  ５の(1)プレコンセプションケア普及啓発

推進事業は、従来の思春期保健教育講座を充

実し、若い世代が妊娠、出産等に正しい知識

を持ち、自らの健康管理を意識できるよう啓

発に取り組みます。 

  ７の子供医療費助成は、今年度から助成対

象を拡大して取り組んでおります。 

 おめくりいただき、40ページをお願いいた

します。 

 ２段目の私学振興費、７億7,527万円余を

計上しております。 

  右側説明欄(1)の私立幼稚園特別支援教育

経費補助は、障害児を受け入れる私立幼稚園

や認定こども園に対し、特別支援教育に係る

経費を助成いたします。 

 以上、子ども未来課は、令和６年度当初予

算としまして、総額232億1,778万円をお願い

しております。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○浦津子ども家庭福祉課審議員 子ども家庭

福祉課でございます。 

 41ページをお願いします。 

 子ども家庭福祉課では、ＤＶ対策、児童虐

待対策、独り親家庭支援といった分野を中心

に担当しておりますが、当初予算では、おお

むね継続事業についてお願いをしておりま

す。そのうち、新たな要素のあるものを中心

に御説明いたします。 

 41ページの下段、社会福祉施設費では、女

性の一時保護や未然防止教育といったＤＶ対

策等に係る事業に5,901万円余を計上してお

ります。 

  おめくりいただきまして、次の42ページの

下段、児童福祉総務費では、主に説明欄３の

児童健全育成費におきまして、市町村による

子供と家庭への支援に係る事業に対する助成

の経費等について、３億5,140万円余をお願
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いしております。 

  ページをまたおめくりいただきまして、44

ページでございます。 

  説明欄一番上の(6)妊産婦等生活援助事業

につきましては、出産前後に支援が必要な特

定妊婦への支援でございまして、これまでも

実施してきておりましたが、改正児童福祉法

において法定化されたため、今般、新規事業

として実施するものでございます。 

  下段の児童措置費につきましては、児童の

措置や母子の保護、次の45ページ、説明欄３

の児童手当費に要する予算といたしまして、

79億2,420万円余をお願いしております。こ

のうち、児童手当費につきましては、市町村

が支給する児童手当に対する交付金で、子ど

も未来戦略で示されました本年10月からの所

得制限の撤廃や高校生まで対象が広がるとい

った制度の拡充を踏まえまして計上をしてい

ます。 

  45ページ下段の母子福祉費につきまして

は、主に独り親家庭への支援に要する経費と

して、17億5,262万円余をお願いしていま

す。 

  ページ飛びまして、47ページをお願いしま

す。 

  下段の児童福祉施設費について、13億

4,380万円余をお願いしています。 

  おめくりいただきまして、次の48ページ、

説明欄の３、児童相談所費は、主に児童相談

所による児童虐待相談対応等に要する事業費

でございます。 

 次の49ページの説明欄(4)の子ども虐待防

止総合推進事業では、児童相談所の業務負担

軽減に向けて、児童を一時保護した際の移動

に係る運転業務の民間委託などの経費を新た

に計上しております。 

 おめくりいただきまして、50ページでござ

います。 

 最下段に記載のとおり、子ども家庭福祉課

の令和６年度一般会計当初予算といたしまし

ては、総額114億3,151万円余をお願いしてお

ります。 

  続きまして、51ページ、債務負担行為の設

定でございます。 

 条例に基づきまして、母子家庭等の児童の

身元保証契約に伴う損害賠償を担保するため

の債務設定をお願いするものです。 

  以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○高三潴障がい者支援課長  障がい者支援課

でございます。 

  52ページをお願いいたします。 

  まず、障害者福祉費で161億8,500万円余を

計上しております。 

 主なものを御説明申し上げます。 

  説明欄１、障がい者扶助費の(3)障害福祉

サービス等の負担事業でございます。 

 これは、市町村が支弁をいたします障害福

祉サービス利用に係ります経費の４分の１を

県が負担するものでございます。市町村の所

要見込額が減になったというふうな内容でご

ざいます。 

 次のページでございます。 

 (4)を御覧いただきます。 

 市町村地域生活支援事業についてでござい

ます。市町村が行います相談支援や手話通訳

派遣など、障害者の地域生活支援に係る事業

への助成でございます。 

 次、54ページを御覧いただきます。 

 中ほどの５、重度心身障がい者医療費でご

ざいます。市町村が行います重度心身障害者

への医療費助成につきまして、その一部を助

成するといった内容でございます。 

 一番下の７、発達障害者福祉費、(1)の発

達障がい者支援センターにつきまして、発達

障がい者支援センターの２か所の運営に係る

経費でございます。 

 次のページを御覧いただきます。 

 下の段の児童措置費で58億5,200万円余を
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計上しております。 

 主な事業につきましては、説明欄１、児童

扶助費の障害児施設給付費等の支給、障害児

施設措置事業でございます。障害児の施設入

所や通所支援に係る負担金ということでござ

います。 

 56ページをお願いいたします。 

 中段の児童福祉施設費で14億8,300万円余

を計上しております。 

 主なものとしまして、説明欄１、こども総

合療育センターの(2)管理運営費でございま

す。こども総合療育センターの運営経費とい

うところでございます。 

 次に、下の段でございます。 

 公衆衛生総務費で５億6,800万円余を計上

しております。 

 説明欄の２を御覧いただきます。 

 保健医療推進対策費、医療施設の近代化施

設整備事業でございまして、精神科病院、こ

れは玉名病院でございますが、療養環境の改

善のための病棟の建て替えに関する助成でご

ざいます。 

 次のページをお願いいたします。 

 精神保健費で３億400万円余を計上してお

ります。 

 主なものとしましては、精神保健費の(5)

自殺予防等の対策推進事業、引き続き、電話

やＳＮＳを活用しました相談支援事業をはじ

めとします自殺予防対策に取り組むこととし

ております。 

 次の58ページを御覧いただきます。 

 県立病院の事業会計繰出金でございます。

こころの医療センターへの繰出金として、９

億2,400万円余を計上しております。前年比

で１億7,100万円余の減となっております。 

  以上、障がい者支援課の令和６年度当初予

算としまして、総額253億3,200万円余を計上

しております。 

  次の59ページをお願いいたします。 

  債務負担行為の設定を１件お願いをしてお

ります。 

 こども総合療育センター整備事業でござい

ます。老朽化に伴います空調施設設備の改修

でありますとか、照明のＬＥＤ化改修事業に

つきまして、外来棟、生活医療棟など６棟の

大規模な整備ということでございまして、工

期が２か年にわたるため、２億9,700万円余

の債務負担行為の設定をお願いするものでご

ざいます。 

  以上、障がい者支援課の説明でございま

す。 

 

○笠医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

  資料の60ページをお願いいたします。 

  令和６年度当初予算について、主なものを

御説明いたします。 

 まず、公衆衛生総務費で70億140万円余を

計上しております。 

 説明欄１、保健医療推進対策費の(3)医療

施設等施設・設備整備費は、医療機関の機能

拡充のための施設及び設備の整備に対する助

成となっております。 

 61ページをお願いいたします。 

 (8)のヘリ救急医療搬送体制推進事業は、

熊本赤十字病院が行うドクターヘリ運営等に

関する助成となっております。 

 おめくりいただきまして、62ページをお願

いいたします。 

 (12)の病床機能分化・連携推進事業は、地

域医療構想に基づく複数の医療機関における

病床機能再編のための計画策定や必要な施設

整備、調査研究費などに対する助成です。 

 63ページをお願いいたします。 

 (14)産科医・新生児科医等確保事業は、医

療機関が産科医や助産師に支給する分娩手当

に要する経費や、産婦人科専門医の育成や地

域の医療機関への診療支援等を行うため、新

規事業として熊本大学に寄附講座を設ける経

費及び県外から産科医等を誘致する経費等へ
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助成するものです。 

 おめくりいただきまして、64ページをお願

いいたします。 

 ２の母子医療対策費の周産期医療対策事業

は、周産期医療協議会の開催経費や周産期母

子医療センターを担う熊本市民病院、福田病

院の運営費、さらには地域の産科診療所と周

産期母子医療センターの情報連携強化の体制

構築を担う熊本大学病院への助成となってお

ります。 

 ３、地域医療介護総合確保基金積立金は、

当該基金を活用する全93事業の実施に必要な

額及び基金の運用益を積み立てるものです。 

 65ページをお願いいたします。 

 上段の予防費につきましては、令和５年度

まで新型コロナ対策に係る経費を計上してお

りましたが、５類移行に伴いまして入院医療

機関に対する助成が全て終了したことなどに

より、令和６年度における関連予算の計上は

ございません。 

 最下段の医務費で５億2,792万円余をお願

いしております。 

 ２のへき地医療対策費は、12の僻地診療所

と７つの僻地医療拠点病院を対象に、(1)で

は、運営費等に対する助成、(2)では、施設

及び設備の整備に要する経費に対する助成を

行っております。 

 次に、おめくりいただきまして、66ページ

をお願いします。 

 保健師等指導管理費では４億8,510万円余

をお願いしております。 

  説明欄の１、看護行政費、(2)看護師等養

成所運営費補助事業は、県内11の養成所の運

営経費に対する助成です。 

 67ページをお願いいたします。 

 説明欄２の看護師等確保対策費、(3)医療

従事者勤務環境改善推進事業は、勤務環境改

善に取り組む医療機関を支援するため、院内

保育所の運営費への助成や勤務環境改善に資

する施設、設備の整備費に対する助成です。 

 以上、最下段のとおり、医療政策課の令和

６年度当初予算の合計は、83億5,848万円余

となります。 

  なお、今年度当初予算から398億8,950万円

余の減額となっておりますが、主な要因は、

先ほど御説明をしました新型コロナ対策事業

の廃止に伴う減によるものとなっておりま

す。 

  続きまして、68ページをお願いいたしま

す。 

  債務負担行為の設定でございます。 

 将来の地域医療を担う医師を確保するた

め、熊本大学医学部の地域枠で入学した学生

に対し、入学金や授業料、生活費相当額を医

師修学資金として貸与しております。今回、

令和６年度の地域枠の新規入学定員８名の２

年生から６年生までの間の貸付金を債務負担

として計上させていただいております。 

 医療政策課の説明は以上でございます。御

審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○浦田国保・高齢者医療課長 国保・高齢者

医療課でございます。 

 資料の69ページをお願いいたします。 

 上段の国民健康保険指導費で70億1,283万

円余を計上しております。前年度比で１億

2,999万円の減となっております。 

  主な事業について御説明いたします。 

 右の説明欄をお願いいたします。 

  ３の国民健康保険制度安定化対策費の国民

健康保険保険基盤安定等負担金でございます

が、これは、市町村が低所得世帯に対して行

う保険料(税)の軽減に要する経費の一部を県

が負担するもので、69億1,110万円余を計上

しております。 

  続きまして、同じページの下段をお願いし

ます。 

 公衆衛生総務費で326億8,601万円余を計上

しております。前年度比で17億340万円余の

増となっております。 
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  増額の主な理由について御説明いたしま

す。 

  70ページをお願いいたします。 

  右の説明欄２の後期高齢者医療対策費につ

きまして、団塊の世代の加入により後期高齢

者被保険者数が増加することに伴い、(1)の

後期高齢者医療給付費負担金のほか、(2)の

後期高齢者医療高額医療費負担金につきまし

て、県の法定負担金が増加するためでござい

ます。 

 続いて、71ページをお願いいたします。 

 国民健康保険事業特別会計繰出金で116億

9,195万円余を計上しております。 

 これは、国民健康保険法に基づく県の法定

負担金として、一般会計から特別会計へ所要

額を繰り出すものでございます。 

  以上、最下段になりますが、一般会計予算

としまして、513億9,080万円余を計上してお

ります。 

  国保・高齢者医療課は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○小夏健康づくり推進課長  健康づくり推進

課でございます。 

  説明資料72ページをお願いいたします。 

  まず、公衆衛生総務費で27億6,741万円余

をお願いしております。 

 これは、前年度から46億6,366万円余の減

額となっておりますが、これにつきまして

は、令和５年度まで行っておりました新型コ

ロナの宿泊療養の運営費がなくなった分でご

ざいます。 

 主な事業について御説明いたします。 

 右側説明欄を御覧ください。 

 ２、健康づくり推進費で３億4,024万円余

を計上しております。 

  (1)健康増進計画推進事業は、くまもと２

１ヘルスプランに基づく啓発事業など、県民

の健康づくりの推進に要する経費でございま

す。 

  (2)糖尿病発症・重症化予防対策支援事業

は、熊本大学病院にコーディネーターとなる

特任助教を配置し、医療スタッフの養成や２

次医療圏ごとの保健医療連携体制の整備に要

する経費について助成するものでございま

す。 

 73ページをお願いいたします。 

 (4)歯科保健推進事業は、市町村への指導

助言や人材育成等を行う熊本県口腔保健支援

センターの設置運営やフッ化物洗口による虫

歯予防対策など、県民の歯と口腔の健康づく

りの推進に要する経費でございます。 

 一番下の(7)がん診療施設設備整備事業

は、がん診療に必要な設備の整備に要する経

費への助成でございます。 

 74ページをお願いいたします。 

 説明欄中ほどの(9)がん相談機能発展事業

は、各診療拠点病院に配置されたがん相談員

を対象とした研修の実施やがん患者の支援体

制整備に要する経費でございます。 

 75ページをお願いいたします。 

 一番下、(13)健康食生活・食育推進事業

は、県民の健康的な食生活や食育の実践の支

援、食環境整備に要する経費でございます。 

 76ページをお願いいたします。 

 一番下、５、原爆被爆者特別措置費は、放

射能の影響で病気等の状態にある原爆被爆者

の方に対し、手当等の支給を行うものでござ

います。 

 77ページをお願いいたします。 

 ６、難病対策費でございます。 

 (1)指定難病医療費は、難病法に基づく医

療費の公費負担でございます。 

 次の予防費につきましては、1,389万円余

をお願いしております。 

  説明欄１、ハンセン病事業費は、ハンセン

病に対する正しい理解の啓発や熊本県ハンセ

ン病問題相談・支援センターの設置、運営に

要する経費でございます。 

  78ページをお願いいたします。 
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  国民健康保険事業特別会計繰出金につきま

しては、２億7,800万円余をお願いしており

ます。 

 これは、市町村が実施する特定健診の実施

等に必要な経費について、国保特別会計へ繰

り出しするものです。 

  以上、一般会計予算としまして、最下段、

30億5,931万円余をお願いしております。 

  健康づくり推進課は以上でございます。 

 

○境薬務衛生課長  薬務衛生課でございま

す。 

  説明資料の79ページをお願いいたします。 

 主なものについて御説明いたします。 

 まず、公衆衛生総務費で1,263万円余をお

願いしております。 

  右の説明欄１、保健医療推進対策費は、臓

器移植コーディネーターの設置及び臓器移植

の普及啓発等に要する経費でございます。 

 下の段落の生活衛生指導費について、

3,341万円余をお願いしてございます。 

  右の説明欄の１、生活衛生対策費ですが、

(1)生活衛生環境確保対策事業は、理容所、

美容所、旅館等の生活衛生営業施設の開設許

可及び生活衛生水準の維持、管理状況の確認

及び監視指導等に要する経費でございます。 

 (2)住宅宿泊事業適正運営確保事業は、住

宅宿泊事業法に基づく事業者からの届出の受

理、監督指導等に要する経費でございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 ２の生活衛生営業指導費は、生活衛生営業

指導センターに対する運営費及び同センター

が行う衛生管理や経営に関する相談事業に要

する経費について助成するものでございま

す。 

 続きまして、最下段の薬務費です。7,518

万円余をお願いしております。 

  右の説明欄の２、薬務行政費ですが、(1)

薬事許認可事業は、薬局、医薬品販売業者等

の許認可、監視指導及び講習会等による周知

並びに薬事審議会等に要する経費でございま

す。 

  次のページをお願いいたします。 

  (4)かかりつけ薬剤師・薬局機能強化及び

普及啓発事業は、県薬剤師会が行うかかりつ

け薬剤師、薬局を推進するための薬局の機能

強化及び県民への普及啓発について、地域医

療介護総合確保基金を活用して助成するもの

でございます。 

 以上、薬務衛生課の当初予算といたしまし

て、次のページの最下段にありますとおり、

総額で２億3,025万円余をお願いしてござい

ます。昨年度からの減につきましては、先ほ

ど申し上げましたように、宿泊施設等の経

費、新型コロナ関連経費の減によるものでご

ざいます。 

  御審議のほど、どうぞよろしくお願いいた

します。 

 

○楠本千秋委員長  次に、議案第22号の説明

をお願いします。 

 

○浦津子ども家庭福祉課審議員  子ども家庭

福祉課でございます。 

  説明資料は、83ページをお願いいたしま

す。 

  議案第22号、母子父子寡婦福祉資金特別会

計予算でございます。 

 貸付金の原資、国から原資へ借り入れた分

の償還金及び一般会計への繰出金を合わせま

して、総額１億1,503万円余をお願いしてお

ります。 

  続きまして、おめくりいただき、84ペー

ジ、特別会計の債務負担行為の設定でござい

ます。 

 複数年度にわたる貸付けもございますの

で、令和７年度以降の債務設定をお願いする

ものです。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 
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○楠本千秋委員長 次に、議案第35号の説明

をお願いします。 

 

○浦田国保・高齢者医療課長 国保・高齢者

医療課でございます。 

 資料の85ページをお願いします。 

 国民健康保険事業特別会計でございます。 

 総額で1,905億8,692万円余を計上しており

ます。被保険者数の減によりまして、前年度

比で13億8,540万円余の減となっておりま

す。 

  85ページ、右の説明欄をお願いいたしま

す。 

 主な事業について御説明いたします。 

 まず、１の国民健康保険保険給付費等交付

金でございますが、こちらは、国民健康保険

事業としまして、市町村が保険給付に要した

費用につきまして、県から市町村へ交付する

もので、1,564億4,637万円余を計上しており

ます。 

  続きまして、２の社会保険診療報酬支払基

金納付金でございますが、こちらは、後期高

齢者支援金をはじめとする社会保険診療報酬

支払基金に対する納付金で336億5,976万円余

を計上しております。 

  国保・高齢者医療課は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○小夏健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 続きまして、87ページをお願いいたしま

す。 

 国民健康保険事業特別会計につきまして、

１億7,663万円余をお願いしております。 

  右側説明欄を御覧ください。 

  １、健康づくり推進費の国保ヘルスアップ

支援事業は、糖尿病予防に関する経費や医療

費適正化に向けた取組に要する経費でござい

ます。 

 健康づくり推進課は以上でございます。御

審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○楠本千秋委員長 次に、議案第40号の説明

をお願いします。 

 

○川上総務経営課長 病院局総務経営課でご

ざいます。 

 資料の88ページをお願いいたします。 

 表の左側の収益的収支の収入につきまして

は、今年度策定の第４次中期経営計画の目標

としている患者数を見込むとともに、一般会

計繰入金を含め、16億4,275万円余をお願い

しております。 

 支出につきましては、16億5,731万円余を

お願いしており、差引き1,456万円余のマイ

ナスとなっております。 

  次に、右側の資本的収支の収入につきまし

ては、病院施設補修工事の設計に係る企業債

収入1,300万円を計上しております。 

 なお、前年度と比較し、２億円以上減少し

ておりますが、これは、コロナの空床補償に

より内部留保資金を十分確保できていること

から、それを活用することとし、一般会計か

らの繰入れを行わないこととしたためです。 

 支出につきましては、企業債の元金償還な

どの費用３億8,609万円余をお願いしてお

り、差引き３億7,309万円余のマイナスとな

っております。 

  収支の差額につきましては、過年度分損益

勘定留保資金等を充当することとしておりま

す。 

  89ページをお願いいたします。 

  収益的支出についてですが、右の説明欄を

御覧ください。 

  まず、１の医業費用につきましては、病院

局職員の給与費や材料費、経費等合わせまし

て16億3,444万円余を、次に、２の医業外費

用につきましては、企業債借入れの利息等に

2,237万円余をお願いしております。 

  おめくりいただき、次の90ページをお願い
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いたします。 

  資本的支出についてです。 

 説明欄に記載しておりますとおり、１の建

設改良費につきましては、施設整備や器械備

品の購入等で2,499万円余を、２の企業債償

還金につきましては、元金分の償還金で３億

5,610万円余をお願いしております。 

  病院局の説明は以上でございます。御審議

のほどよろしくお願いいたします。 

 

○楠本千秋委員長  次に、議案第48号の説明

をお願いします。 

 

○下村高齢者支援課長  高齢者支援課でござ

います。 

  条例案について御説明いたします。 

  条例関係資料のほうの43ページをお願いい

たします。 

  議案第48号、熊本県特別養護老人ホームの

設備及び運営の基準に関する条例等の一部を

改正する条例についてでございます。 

  議案は、これより前の１ページから42ペー

ジにかけて掲載しておりますが、説明は、こ

の43ページの概要のほうで説明させていただ

きます。 

 まず、条例改正の趣旨と内容ですが、国の

基準省令の改正を受けまして関係規定を整備

するものでして、各種サービスの設備及び運

営の基準に関する条例など、ここに示します

９つの条例を改正するものでございます。 

 主な改正の内容のうち、各サービスに共通

する改正点としましては、ＳＮＳ活用のため

の書類の掲示に係る書面規制の見直しや管理

者の兼務範囲拡大のための規定の明確化、身

体拘束等の適正化の推進に向けた施設整備以

外への拡大などでございます。 

 施行期日は、令和６年４月１日等を予定し

ております。 

 議案第48号の説明は以上となります。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○楠本千秋委員長 次に、議案第49号の説明

をお願いします。 

 

○下村高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 引き続き、資料の44ページをお願いいたし

ます。 

 議案第49号、熊本県指定介護療養型医療施

設の人員、設備及び運営の基準に関する条例

を廃止する条例についてでございます。 

 説明は、45ページの概要のほうでさせてい

ただきます。 

 この条例は、改正介護保険法の規定に基づ

き、令和６年３月末をもって指定介護療養型

医療施設に関する規定が失効することから、

４月１日をもって関係条例の廃止を行うもの

でございます。 

 高齢者支援課の説明は以上となります。御

審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○楠本千秋委員長 次に、議案第50号の説明

をお願いします。 

 

○浦津子ども家庭福祉課審議員 子ども家庭

福祉課でございます。 

 条例の改正について御説明をいたします。 

 条例関係資料の46ページ、議案第50号、熊

本県女性相談センター条例等の一部を改正す

る条例の制定につきまして、48ページの概要

により御説明をいたします。 

 おめくりいただきます。 

 まず、１に記載のとおり、困難な問題を抱

える女性への支援に関する法律の施行に伴い

まして、２の(1)に記載のア、イ、ウ、エの

４つの条例を改正するものです。これらの条

例の根拠法が、売春防止法から困難な問題を

抱える女性への支援に関する法律に変わり、

支援の中核をなす機関等の名称が、(2)に記

載のとおり変更となりますので、関係規定を
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改正するものです。 

 ３の施行期日は、令和６年４月１日といた

します。 

 以上でございます。 

 

○楠本千秋委員長 次に、議案第51号の説明

をお願いします。 

 

○浦津子ども家庭福祉課審議員 引き続き、

子ども家庭福祉課でございます。 

 続いて、49ページの議案第51号、熊本県児

童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条

例等の一部を改正する条例の制定についてで

ございます。 

 65ページの概要により御説明をいたしま

す。 

 65ページをお願いいたします。 

 １の条例改正の趣旨にありますとおり、児

童福祉法の一部改正等を踏まえまして、２に

記載のアからカまでの６つの条例について改

正するものでございます。 

 主な内容としましては、改正児童福祉法で

は、里親支援等を行う里親支援センターが新

たに児童福祉施設として位置づけられ、ま

た、市町村でのこども家庭センターの設置な

どが盛り込まれております。 

 また、障害児支援においては、児童発達支

援の福祉型と医療型という類型が廃止されま

す。 

 さらに、障害児入所施設におきまして、18

歳になった障害児が円滑に障害者のサービス

に移行できるよう、15歳以上に達した児童に

対しまして、障害児と御家族の意思を尊重し

た移行支援計画の作成等を行うよう義務づけ

られるなど、大幅な改正が行われています。 

 これらの改正を踏まえまして、関係条例等

の規定を改正するものです。 

 ３の施行期日につきましては、改正児童福

祉法の施行日に合わせまして、令和６年４月

１日を予定しておりますが、障害者総合支援

法を引用する一部の規定につきましては、令

和７年10月１日となります。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○楠本千秋委員長 次に、議案第52号の説明

をお願いします。 

 

○高三潴障がい者支援課長 障がい者支援課

でございます。 

 資料66ページをお願いいたします。 

 議案52号、熊本県指定障害福祉サービスの

事業等の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例等の一部を改正する条例でございま

す。 

 説明につきましては、89ページをお願いい

たします。89ページでございます。 

 まず、条例改正の趣旨でございます。総合

支援法に基づきます厚生省令の一部改正に伴

って規定を整備するものでございます。 

 ２の内容を御覧いただきます。 

 改正の対象となりますのは、以下の４つの

条例でございます。 

 (2)改正の主な内容といたしましては、１

点目でございます。法改正により創設をされ

ます就労選択支援、このサービスを提供いた

します事業所の人員、設備及び運営の基準に

関する規定を追加するものでございます。 

 ２点目は、グループホームにおいて新たに

提供されることになりました一人暮らしを希

望される障害者の方への支援に関する規定を

追加するものでございます。 

 そのほか、社会福祉サービス事業所等の運

営基準、あるいは人員基準の見直しに伴う改

正を行うものでございます。 

 以上でございます。 

 

○楠本千秋委員長 次に、議案第53号の説明

をお願いします。 
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○笠医療政策課長 医療政策課です。 

 資料の90ページをお願いいたします。 

 議案第53号、熊本県病院及び診療所の人

員、施設等の基準に関する条例の一部を改正

する条例の制定についてでございます。 

 91ページの条例案の概要により御説明をい

たします。 

 内容は、内容欄を御覧ください。 

 改正の趣旨ですが、医療法施行規則の一部

改正に伴い、関係規定を整備するものでござ

います。 

 内容といたしましては、病院における栄養

士に係る配置基準を栄養士及び管理栄養士に

係る配置基準とします。 

 施行期日は、令和６年４月１日です。 

 医療政策課からの説明は以上です。御審議

のほどよろしくお願いいたします。 

 

○楠本千秋委員長 次に、議案第72号の説明

をお願いします。 

 

○小夏健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 同じく、条例等関係資料の92ページをお願

いいたします。 

 第５次くまもと２１へルスプランの策定に

ついてです。 

 提案理由にありますように、熊本県行政に

係る基本的な計画の策定等を議会の議決事件

として定める条例に基づきまして、今回対象

計画である第５次くまもと２１へルスプラン

を御審議いただくものです。 

 ヘルスプランの最終案は、お手元の別冊資

料になります。別冊資料の１ページをお開き

いただいてよろしいでしょうか。 

 本計画は、健康増進法に基づく県民の健康

の増進の推進に関する施策の基本計画で、計

画期間は、令和６年度から11年度までの６年

間となります。 

 ２ページの後半下のほうにございます施策

の体系図にありますとおり、県民が生涯を通

じて心豊かで健康に暮らし続けることができ

る熊本の実現を目指し、健康寿命の延伸を目

標に取り組んでまいります。 

 計画の内容につきましては、12月の委員会

で御説明をしております。その後に、12月中

旬からパブリックコメントを実施いたしまし

て、また、計画推進委員会の委員等の御意見

も受けまして、より分かりやすくするための

補足説明など、一部の追記を行っております

が、前回お示しした内容からの大きな変更等

はございません。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○楠本千秋委員長 次に、議案第74号の説明

をお願いします。 

 

○浦津子ども家庭福祉課審議員 子ども家庭

福祉課でございます。 

 条例関係資料の93ページでございます。 

 議案第74号、権利の放棄についてでござい

ます。 

 御説明は、次のページ、94ページの概要で

させていただきます。 

 放棄する権利は、母子福祉資金貸付金債権

１件でございます。 

 これは、平成18年度に就職支度資金として

貸し付けたもので、債権の内訳は、未償還元

金17万9,322円及び未償還元金に係る違約金

の請求権でございます。 

  ２の権利の放棄を行う理由につきまして

は、貸付けの相手方の破産によりまして、こ

の債務の免責決定が確定をし、さらに連帯保

証人により消滅時効の援用がなされたため、

今後回収の見込みがないと判断をし、権利の

放棄をお願いするものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 
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○楠本千秋委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、議案について質疑を受けた

いと思います。質疑ありませんか。 

 

○鎌田聡委員 64ページ、医療政策課の２番

の母子医療対策費の周産期医療対策事業の中

で、熊大等が行う周産期医療連携体制の強化

に要する経費というのは大体お幾らぐらいあ

るんですかね。 

 

○笠医療政策課長 ２の周産期医療対策事業

についてのお尋ねでございます。ちょっと確

認をさせて――すみません、お待たせをいた

しました。 

 熊大が行います周産期医療の連携体制の整

備に係る経費といたしまして、令和６年度に

つきましては、600万円を予定しておりま

す。 

 

○鎌田聡委員 熊大がこういった周産期医療

連携体制強化をやられるということではいい

んですけれども、一方で、八代のほうの熊本

労災病院が熊大からの医師の派遣ができない

ということで１月末に産科を休止したという

ことで、要は、八代の皆さん方や、また、人

吉・球磨地域も含めて、これは宇城地域も含

めて、これまでこの労災病院がハイリスク妊

婦の受入れをやっていたと思いますけれど

も、それができなくなって熊本市内まで搬送

ということに今なっているんじゃないかと思

いますけれども、ここで、やっぱり不安の声

が上がってて、労災病院の産科医とか、いわ

ゆる周産期医療体制で県南のここに対して今

後どうなっていくのかと非常に不安になって

います。県として今後どのようにここをやっ

ていかれるんでしょうか。 

 

○笠医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 まず、八代地域における周産期医療提供体

制の確保についての県の動きについて御説明

をさせていただきます。 

 熊本労災病院において産科医の派遣がなく

なるという話は、昨年の夏頃から病院のほう

からも御相談を受けておりまして、その後、

熊大病院と熊本労災病院との協議の場を設け

るなど、協議を続けてきていただいておりま

す。 

 その後、熊大病院からの派遣が正式に中止

になるということになりましたので、その

後、八代圏域における周産期医療提供体制を

どうするかということで、八代にあります産

科のクリニック、診療所の先生方と熊本労災

病院、熊本総合病院、そして人吉で産科の診

療所を担っていただいている先生方、また、

今産科休止しておりますけれども、人吉の医

療センターの先生方を含めた意見交換会を実

施させていただいております。 

 で、もともとは、今年度末をもって労災病

院が休止という話だったんですけれども、ち

ょっと前倒しで２月からということになって

しまいましたので、その後の体制について、

先ほど申し上げた医療機関等を入れて、ハイ

リスクの妊婦をどう受け入れていくかという

お話を11月の末と２月の頭に集まって会議を

させていただいております。 

 その結果、これまで労災病院に受け入れて

いただいていたハイリスクの妊婦等につきま

しては、熊本総合病院が中心となって関係機

関間で連携をして対応するということで、関

係者間での協議が調ったところでございま

す。 

 こういう新たな体制につきましては、その

会議に八代市、氷川町等も御出席いただいて

ましたので、地元の住民の方に対しても周知

をお願いしているところでございます。 

 また、今後、県としてどう取り組んでいく

かということにつきましては、資料の63ペー

ジ、先ほどのページの１枚前のページになり

ますけれども、(14）といたしまして、産科
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医・新生児科医等確保事業という事業をやる

こととしておりますので、これの説明欄の２

段落目ぐらいから熊本大学病院が行う寄附講

座の設置という文言がございますけれども、

熊本大学病院に寄附講座を設置いたしまし

て、産科医の指導医を２名程度配置をして、

新たな産科医確保の取組を行っていっていた

だく予定としております。 

 医療政策課からは以上でございます。 

 

○鎌田聡委員 ２月末に何か協議して調った

というふうな話ですけれども、実際そうなの

かどうなのかちょっと分かりませんけれど

も、いずれにしても、総合病院ですか、こち

ら小児科もなくて連携する麻酔科とか放射線

科等の連携がまだできてないというちょっと

報道もあっていますので、その辺がどうなの

かという非常に不安がありますし、もう実際

受入れが決まったのかどうかというのは、は

っきり――もう決まったんですかね、総合病

院。まだそういったところの体制ができてな

いというふうにお伺いしてますけれども

……。 

 

○笠医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 ２月頭の協議の際には、熊本総合病院と熊

本労災病院、そして熊大病院、また、総合周

産期母子医療センターがあります熊本市民病

院等も入っていただきまして、２月１日から

は、ハイリスク妊婦等の受入れについては、

熊本総合病院が中心となって取り組むという

ところで協議が調ったところでございます。 

 また、熊大病院ですとか熊本市民病院から

もバックアップ体制を取っていただくという

ことで合意をしていただいているところでご

ざいます。 

 医療政策課からは以上でございます。 

 

○鎌田聡委員 ぜひ確認どおりできればそれ

がいいんですけれども、なかなかそういう状

況じゃないというふうにちょっと聞いてます

から、不安の声も私も聞いておりますから、

できれば、その労災病院でこれまでやってい

たように産科医をそこに派遣してもらうのが

一番これ、これまでのノウハウ含めて、連携

含めてできるんじゃないかと思いますけれど

も、熊大の意向とか産科医の状況、これもあ

ると思いますから、しっかりと県としても、

今後そこがうまくいくのかどうなのかという

ことも含めて、きちんとやっぱり見守ってい

ただき、対応していただきたいと思います。 

 部長の説明の中で、この周産期医療切れ目

なく、ほかのところも切れ目なくだろうと思

いますけれども、こどもまんなかということ

でやられるわけでありますから、熊本市内だ

けじゃなくて、各地域で、やっぱり県南の地

域においてもそういった体制が取れるよう

に、しっかりと県としてもフォローアップと

いうか、ずっと対応して、継続していただき

たいと思いますので、よろしくお願いしま

す。 

 

○笠医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 委員、御指摘ありがとうございます。 

 先ほどの関係医療機関の協議の場につきま

しては、方向性が決まったので終了というこ

とではなくて、引き続き、実際運用始めた後

に出てきた課題ですとか、そういったものに

ついてもどのように対応していくのかという

ことについては、県も入ってフォローアップ

していきたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。 

 医療政策課は以上です。 

 

○楠本千秋委員長 ほかにありませんか。 

 

○岩下栄一委員 周産期医療についてですけ

れども、能登半島の震災の映像を見ながら妊
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産婦が非常に難儀されている様子を見てか

ら、ああ、こういうことがあったなと私は思

ったんです。というのが、私は父子家庭で娘

が３人おりまして、それぞれ子供を出産して

おりますけれども、熊本震災のときに市民病

院の入院室が崩壊して、うちの娘は福岡市民

病院に搬送されて、私も福岡に何回も行きま

したけれども、難儀したんですね。そういう

周産期の女性たちの安全と、そういうものが

やっぱりちゃんと守られていってほしいなと

いうのが念願です。 

 幸い、福岡の子供病院は非常に完備した状

態で受け入れてくれて大変ありがたかったで

すけれども、市民病院に私も１回入院したこ

とあるけれども、耐震がどうかなあという、

余計なことですけれども、建物ですね、いつ

も思っとったんですよ。だから、当時の市長

に何回か言ったんですけれども、はいはいと

言うことだけで何もしなかったわけですけれ

ども、あのときに市民病院で亡くなった子供

がいますね、周産期の。ことみちゃんってい

ったですかね。 

 それで、やっぱり妊産婦が安心して出産で

きるような環境づくりは、ぜひ行政でやって

いかなきゃいけないなというふうに改めて思

った次第ですから、よろしくお願いしておき

ます。 

 

○笠医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 岩下委員、ありがとうございます。 

 県といたしましても、妊産婦が安心、そし

て安全に出産できる体制というのは非常に重

要だと思っておりますので、そういう体制確

保に向けて全力で取り組んでまいりたいと考

えております。よろしくお願いいたします。 

 

○藤川隆夫委員 37ページの子ども未来課の

病児・病後児保育の件でちょっとお尋ねをし

たいと思います。 

 医療機関がこれを併設してやっているとこ

ろが大部分だろうというふうに思いますけれ

ども、病児・病後児保育のところですね。た

だ、極めて経営が厳しい状態が続いていると

いう話が現場から上がっておりまして、その

大きな理由は、実は、病児・病後児に入ろう

ということで申込みはするんだけれども、当

日体調戻ったから行かないとか、そういうふ

うなキャンセル等が出るんだけれども、た

だ、それに合わせて保育士等の確保等は当然

医療機関がやっていますので、経営してると

ころはですね。そういうことで結局、やめれ

ば、当然そこの負担だけ生じる、収入はな

い。そんな状況がいろいろあってて、やっぱ

り極めて厳しい状況が続いているので、もう

やめたいというふうな医療機関も結構出てい

るというのも現実としてあります。 

 であれば、どうするかというと、結局申し

込んだ時点での人数で費用を支援するとか、

実数じゃなくて。そういうふうなことをやっ

ていかないと、恐らく今後やっぱり手挙げる

ところもないだろうし、手を引っ込めるとこ

ろも増えてくると思いますので、現状をどう

いうふうに考えられているのか、ちょっとお

知らせいただければと思います。 

 

○木村子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 病児・病後児保育の課題につきましては、

今委員が御指摘されたとおり、利用する子供

の数が不安定であるということから非常に経

営が難しい、厳しいというような声は伺って

おりますし、そのように認識もしておりま

す。 

 現状では、ただ、特に手を打ったりという

ことがなくて、国、県、市町村での補助とい

うことだけでやっているんですけれども、今

いただきました御意見のとおり、確かに算定

の仕方等に工夫をすることで何がしかの経営

のしやすさというものにつながるのであれ
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ば、そこら辺も検討が必要かなというふうに

思ったところでございます。 

 まだちょっと、すみません、現状を把握し

ておりませんので、しっかり実情等を把握し

た上で検討させていただきたいと思っており

ます。 

 以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員 今お話しされたとおり、現

場の実際に運営されている医療機関から話を

聞かれると一番よく分かると思います。極め

て切実な問題だと思います。ただ、病児・病

後児保育というのは大事であるし、必要であ

るし、やっぱり県民はそれがあるから安心し

て仕事にも行けるというところありますの

で、先ほど言ったように現場の声をぜひ聞い

て、それに対応していただければと思いま

す。 

 たしか、今度国のこども家庭庁のほうか

ら、今言った形で見るような話も若干出てい

たような、新聞報道で見てたので、記憶があ

るので、そういうふうな情報も拾いながらや

っていただければと思いますので、よろしく

お願いします。 

 もう１点、あわせまして、今のにちょっと

近い話なんですけれども、院内保育の件をち

ょっとお伺いしたいと思います。 

 これは医療政策課になりますけれども、院

内保育に関しましても、ほとんどの医療機関

が、結局看護師確保のためにやっているとい

う側面がありまして、やっぱりこれも経営が

極めて厳しい状況で、もうほとんどの医療機

関からは、やっぱりほとんど赤字だという話

しか聞こえてきません。 

 ただ、やっぱり看護師さんの確保というの

は、医療提供の上においては極めて大事な部

分であるので、今言った院内保育が経営的に

も含めて順調にやれるような環境をやっぱり

つくってやらなきゃいけないというふうに思

っておりますので、この部分は、今助成もし

ていただいてはいるものの、もうちょっと考

えてもらえるとか、あるいは、その１か所で

やると極めて厳しいけれども、幾つかの医療

機関、連携でやるとか、あるいは周囲の保育

が必要な方々も一緒に見るとか、何らかの工

夫をすることによって経営が安定するんじゃ

ないかというふうに考えておりますので、そ

こを含めてちょっと検討いただければと思い

ますので、今の現状把握含めてちょっと教え

ていただければと思います。 

 

○笠医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 院内保育につきましては、今、藤川委員の

ほうも触れていただきましたけれども、運営

に必要な経費といたしまして、保育士さんの

給与費ですとかといったものを助成させてい

ただいているところでございます。 

 ただ、委員がお聞きになられているような

課題というのは実際にあるというふうに思っ

ておりますので、そこは、それぞれ今後医療

機関等からも御意見を伺いながら、どういっ

た課題があって、それに対してどういった対

応ができるのか、また、それに行政としてど

のような対応ができるのかも含めて検討させ

ていただければと思っております。 

 医療政策課としては以上です。よろしくお

願いいたします。 

 

○藤川隆夫委員 よろしくお願いします。 

 

○楠本千秋委員長 よろしいでしょうか。 

 

○藤川隆夫委員 はい。 

 

○楠本千秋委員長 ほかにありませんか。 

 

○髙野洋介委員 冒頭の沼川部長の挨拶の中

で、こどもまんなか熊本の実現についてとい

う話がありました。 
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 内容を見てみますと、周産期医療、先ほど

鎌田先生御質問されましたけれども、八代の

ほうに関して心配していただきましてありが

とうございます。 

 総合病院の方々に話を聞くと、一生懸命頑

張ると言われてましたので、ぜひ期待をして

おきます。 

 それは置いといて、この内容の中で、体制

強化、子供手当の拡充、訪問支援の拡充と

か、切れ目のない支援をさらに強化していく

とかと言われましたけれども、来年度に向け

て新たにこういうことをやりますというよう

なやつは、例えば、次の知事が新しく決まっ

てからの肉づけで入るのかというのを確認さ

せていただきたいんですけれども……。 

 

○沼川健康福祉部長 せっかく御質問いただ

きましたので。 

 先ほど御説明しましたけれども、本会議で

提案理由説明で知事も申し上げたとおり、原

則予算が骨格ということで、検討はしており

ますけれども、ほとんどの予算が６月に送ら

れております。全部が全部とは言いませんけ

れども、幾らか、先ほどちょっと、周産期医

療に関する部分は新しくやり始めますけれど

も、これは、先ほどの八代の周産期の話もあ

りますし、あるいは、八代だけじゃなくて、

県内で産科医がいないエリアもありますの

で、そういうところも含めて産科医の確保と

いう意味で、この寄附講座については新たに

上げているものでございます。 

 ただ、もうそれ以外は、ほとんど子供関係

でも基本６月に送られているということで御

理解いただきたいと思います。 

 

○髙野洋介委員 こどもまんなかって新しく

今年度から文言が出てきて、みんな期待して

いる部分と、あんまりよく分からない部分が

ありますので、来年度の６月の本予算のとき

には、分かりやすく、こどもまんなか予算は

これですよというのを、多分各部局同じだと

思います。もう健福だけじゃなくて、ほかの

部局にもまたがる案件がありますので、ぜひ

県民に分かりやすいように、これがこどもま

んなかの施策ですよということが分かるよう

な出し方のほうをしていただきたいなという

ふうに要望をしておきます。 

 もう１点いいですか。 

 ３月をもって退職される下村課長に最後に

聞きたいなと思ってますけれども、福祉人材

の緊急確保事業、16ページからありますけれ

ども、私が今一番懸念しているのは、いろん

な県の、国もですね、政策は打ってもらって

ますけれども、人材確保のために。 

 ただ、非常に介護人材がどこの施設もいな

い。募集しても全然来ない。いろいろと聞い

て調べてみたら、もう専門学校だとか、大学

だとか、そういったところも介護分野の募集

をしない、または見直しを検討しているとい

うような流れが来ているというふうに伺って

ますけれども、このままいっても多分人材は

なかなか見つからないと思いますけれども、

もうちょっと抜本的に考える必要があると思

いますけれども、下村課長、最後に何かコメ

ントがあれば言ってもらって……。 

 

○下村高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 ありがとうございます。 

 人材確保につきましては、県としましても

喫緊の課題だと思っております。確かにこれ

は難しい課題でして、多岐にわたっていろい

ろ影響もありますし、いろんなところに手を

打ってもなかなか進まないという状況でござ

います。 

 県としても、事業数といいますと20事業ぐ

らいは広くやっていると思いますが、なかな

か成果が現れてこない部分であります。 

 ただ、現状を見てみますと、介護人材、福

祉関係人材につきましては、令和４年度の実
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態でいくと、若干３年度よりは増えている状

況です。だから、生産年齢人口が減っている

中で、多少は増加しているということではあ

ると思います。これを拡大していきたいと思

ってますので、１つは、今年度から事業者が

自ら取り組むような事業に対しては助成しよ

うということで、この助成を、もう1,500万

から、たしか2,500万にしていますので、そ

れに大幅に拡充をしたり、あとは、地域の人

材に目を向けて勧誘していこうということ

で、地域の人材を取り込むような事業も今年

から始めております。 

  あと、その肉づけになりますけれども、喫

緊のやっぱり戦力になります外国人とか留学

生につきましても、何か支援ができればとい

うことで、ここで要求させていただくような

考えもしております。 

  このように、新たな事業も取り組みなが

ら、あと、既存の事業も活用しながら、どう

にか介護の魅力を発信して、ぜひ職員に就い

ていただきたいという思いは持っておるとこ

ろでございます。 

 

○髙野洋介委員 ありがとうございました。 

 本当に今一番憂いておるのが、例えば高校

の福祉科とか、ほとんど定員割れですよね。

ひどいところは１人とか２人とかの入学希望

者しかいませんので、もうちょっと何かそこ

を頑張って、教育のほうとも連携しながら、

しっかりやっていただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○岩中伸司委員 31ページ、社会福祉課にお

尋ねしたいんですが、生活保護の関係で、私

の周りでも結構、行くところに多くいるんで

すけれども、現状では、県内で生活保護受給

している世帯とか人数とか、どれくらいで

――私は、全国から、今ＴＳＭＣ、半導体の

景気がいいということで流れているんです

が、その流れがずっと全県下になって生活保

護を受給するような人が少なくなったらいい

なというふうな思いを持っているんですけれ

ども、現状、どれぐらいの人数で、その中で

現役労働者で生活保護を受けている、年齢が

私のように後期高齢者になったら別ですけれ

ども、若い人で仕事に就けないで生活保護を

受けているという、そういう人がどれぐらい

いるのかなということをちょっとお尋ねした

いんですが、分かれば。 

 

○原田社会福祉課長 社会福祉課です。 

 今委員お尋ねの生活保護世帯の受給者数で

すけれども、令和５年12月時点で、県内で受

給されている世帯は１万9,572世帯でござい

ます。これの増えているのか減っているのか

というところで申しますと、対前年比でいき

ますと１％を少し切るぐらいではあるんです

けれども、増加傾向ではございます。 

 ちなみに、コロナになる４年ほど前との比

較でいきますと、大体数としては申請者数が

４％ぐらい増加している状態でございますの

で、やはり、それからしますと、コロナの期

間中、いろんな国の支援が、特例貸付けと

か、いろんな給付金があっている間は生活保

護費はそれほど伸びずに横ばいの状態だった

んですけれども、それが今年度に入って少し

増加傾向が見られると思っています。 

 やはりコロナの期間中にいろんな働いてい

る方が収入減ったりとか、高齢者の年金生活

の方も蓄えが減ったりとか、その辺りの影響

が少しずつ出ていると考えられるかなと思っ

ております。 

 ちなみに、県内で最も生活保護受給世帯数

が増えた年は平成27年でして、このときは２

万303世帯まで増えてました。そのピークか

らしますと、まだ下回っておりますけれど

も、少しずつピークに近づいているふうな状

況でございます。 

 それから、稼働年齢層の割合でございます

が、委員が御指摘のように、生活保護受給者
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のうちの６割近くは高齢者世帯となっており

ますけれども、高齢者でもなく、障害、病気

の方を除いたその他というところにその稼働

年齢層の方々も入ってこようかと思います

が、その方々の割合としては16.8％、そうい

った状況でございます。 

 

○岩中伸司委員 ありがとうございました。 

 16.8％ぐらい、本当にそういう働けるよう

な人たちが保護を受けるような社会環境では

いかぬなというふうにしっかり思っていま

す。これから、マスコミの報道によれば、非

常に熊本はよくなるという話を聞いています

ので、何かそういうところに結びつくように

なれたらいいなというふうな思いで。ありが

とうございました。 

 

○楠本千秋委員長 よろしいでしょうか。 

 

○岩中伸司委員 はい。 

 

○楠本千秋委員長 ほかにありませんか。 

 

○鎌田聡委員 ちょっと時間が来て嫌われそ

うですが、すみません。 

 31ページ、社会福祉課長、そのままお願い

します。 

 このひきこもり支援推進事業、ひきこもり

が今どのくらいでどうなのか、推移をお伺い

したいのと、予算が前年度から半減されてい

ますけれども、ここは何でかなと思いまして

ですね。 

 

○原田社会福祉課長 社会福祉課です。 

 このひきこもり支援関係のお尋ねでござい

ますけれども、県庁で、４年ほど前になると

思いますが、民生委員さんの方を通じて調査

したときには、県内でのひきこもりの数は

845人という状態でございます。 

 それから、予算がかなり減ったということ

についてのお尋ねでございますけれども、こ

の予算は、市町村におきまして、ひきこもり

支援のためのセンターを設置する場合の経費

ということで予算を積んでおりまして、昨年

度は、県内で３か所ほどの市町村が名のり出

るかなというふうに想定はしてたんですけれ

ども、来年度の予算につきましては、その設

置の準備の関係で、できそうな自治体を３か

ら１ぐらいに見込んでおります。 

 ただ、肉づけ予算で、さらに増やしていく

部分というのを今検討しているところでござ

いますので、肉づけ後の予算としてはもう少

し上がることを目指して、今努力を重ねてみ

ようと思っているところでございます。 

 

○鎌田聡委員 分かりました。４年前が845

人ということで、多分減ってはきてないとは

思うんですよね。ですから、予算のほうも今

後肉づけという話でありますから、これは市

町村がやるかやらないかということでしょう

けれども、やってもらうようにぜひよろしく

お願いしたいと思います。 

 もう１点、すみません。 

 49ページ、子ども家庭福祉課で、先ほど御

説明いただきましたけれども、一時保護のと

きの運転の委託、具体的にどこにどう委託さ

れるのかということを教えていただきたいと

思います。 

 

○浦津子ども家庭福祉課審議員 今現在手続

を鋭意進めているところではございますが、

まだ業者さんのほうは今選定中でございまし

て、４月以降にそういった形でできるよう

に、３月末までの契約を目指して事務手続を

進めているところでございます。 

 以上です。 

 

○鎌田聡委員 ちょっとイメージが、私も、

申し訳ない、ちょっと分からないんですけれ

ども、一時保護に行くときに、タクシーなら
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タクシー呼んでタクシーに乗っていけばいい

んですけれども、民間委託となったら、運転

手がどこかに常態的にいらっしゃって、そこ

から行く形になるのか、あと、多分プロに委

託されると思いますけれども、安全面とかそ

の辺もちょっと心配ですけれども、大体どう

いった業者を選定しようとされているんです

か。 

 

○浦津子ども家庭福祉課審議員 イメージと

しては、タクシー会社であるとか、そういっ

たところの運転手さんというふうなところに

なろうかと今のところは予定をしているとこ

ろでございまして、内容が内容でございます

ので、当然プライバシーの保護というものが

非常に必要になってきます。そういったもの

も担保できるように、お願いをする運転手さ

んにつきましては、より限定的な形で、もう

特定の運転手さんにお願いをするであると

か、ほかの例えば同じ会社の運転手さんには

そういったものは知らせないであるとか、そ

ういった形で極力個人情報の保護を図りなが

ら業務のほうをお願いするというふうなとこ

ろで、今のところ手続を進めているところで

ございます。 

 以上です。 

 

○楠本千秋委員長 よろしいですか。 

 

○鎌田聡委員 職員さんのいろんな負担の軽

減のことを目的に多分やられるってことで聞

いておりますから、ぜひそういった意味での

やっぱり安全面とかいろんな守秘義務とか、

そういったものもしっかりと条件として確認

をしていただいた上で対応していただくよう

によろしくお願いしときます。 

 

○楠本千秋委員長 よろしいでしょうか。 

 

○鎌田聡委員 はい。 

 

○楠本千秋委員長 ほかにありませんか。 

 

○岩下栄一委員 健康危機管理課。 

 食品衛生と食品安全は全然次元の違う話で

しょう。この辺りの境界線をどういうふうに

やっていただくんですかね。食品衛生と食品

安全、意味が違うわけ、全然。 

 

○椎場健康危機管理課長 我々の認識では、

食品衛生監視費につきましては、こちらのほ

うは、通常の食品のいわゆる衛生水準を確保

するという目的で、監視をする中で事業者を

しっかり指導していく、あるいはＨＡＣＣＰ

の導入などを推進していくというふうなこと

を前提に事業を組み立てております。 

 で、安全確保の対策の事業につきまして

は、こちらのほうは、主に検査を中心に構成

をしておりまして、中に書いています食品検

査指導事業の中で、例えば県内で流通する食

品を収去して検査をするなどして安全確保に

つなげているという状況でございます。 

 

○岩下栄一委員 法的な根拠も両方違うわけ

ですね、食品衛生法と食品安全基本法と。 

 私が言いたいのは、食品安全基本法に基づ

く食品の安全管理の問題ですけれども、やっ

ぱりこれは、分析やらいろいろ食品の内容物

とかいろんなものの問題も関わってくるから

大変難しいことですけれども、保健環境科学

研究所あたりの力を動員して、県民の食が本

当に安全であるように監視を続けてほしいと

思います。 

 

○椎場健康危機管理課長 健康危機管理課で

ございます。 

 御提言ありがとうございました。 

 保健環境科学研究所につきましては、今回

ここに書いてあります、いわゆる食品の検査

等をメインに行っていただいております。施
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設設備の更新なども年度計画をもって進めな

がら適切な運営をしていきたいというふうに

考えております。 

 以上です。 

 

○楠本千秋委員長 よろしいでしょうか。 

 

○岩下栄一委員 はい。 

 

○楠本千秋委員長 ほかにありませんか。 

――なければ、以上で質疑を終了します。 

 それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第20号、22号、35号、第40

号、第48号から第53号まで、第72号及び第74

号について、一括して採決したいと思います

が、御異議ありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり) 

○楠本千秋委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第20号外11件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり) 

○楠本千秋委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第20号外11件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （「はい」と呼ぶ者あり) 

○楠本千秋委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申出が９件あっておりま

す。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、報告をお願いします。 

 

○本田健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 健康福祉部の今年度策定予定の各種計画に

ついて御説明を申し上げたいと思います。 

 報告事項の資料を御覧くださいませ。 

 まず、１ページをお開きください。 

 今年度部内で改定を行います計画は15本で

ございますが、12月の厚生常任委員会で御説

明の後、それぞれパブリックコメント等を行

いました。パブリックコメント等での主な意

見とそれを踏まえた修正についてを一覧表へ

まとめております。 

 本日は、時間の都合上、右から２番目のや

つの概要修正の欄に丸がついている計画につ

いて、主に修正した箇所を中心に各課長から

御説明をさせていただきます。 

 私のほうからは、第８次保健医療計画の修

正点について御説明をいたします。 

 ５ページをお開きください。 

 前回の御説明後、各協議会等での意見を踏

まえて修正した箇所を朱書き、下線としてお

りますその箇所について御説明いたします。 

 まず、左下の３番、保健医療圏の設定と基

準病床数を御覧ください。 

 前回は作成中としておりましたが、こちら

につきましては、国から示されている算定式

に基づきまして、県の人口や平均在院日数、

病床利用率などから算出した数字を記載して

おります。 

 次に、右側を御覧いただきまして、４、計

画の主な取組の黒丸２つ目を御覧ください。 

 医療情報の提供・ネットワーク化につきま

して、メディカルネットワークの加入者数を

20万人と設定しておりましたが、30万人、上

方修正をしております。 

 また、ページの一番下のほうで点線囲みを

している箇所でございますが、歯科衛生士の

確保、育成の推進につきまして、評価指標を

追加して、令和10年の目標値として3,000人

と設定をしたところでございます。 
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  これらの修正点も含めまして、２月29日開

催予定の医療審議会におきまして諮問、答申

の上、３月末に策定する予定でございます。 

 健康福祉政策課は以上でございます。 

 

○浦田国保・高齢者医療課長 国保・高齢者

医療課でございます。 

 報告事項資料の７ページをお願いします。 

 第４期熊本県における医療費の見通しに関

する計画の策定についてでございます。 

 こちらは、昨年12月21日から今年の１月19

日までパブリックコメントを行いましたが、

意見はございませんでした。 

 ただ、計画検討委員会の意見を踏まえての

修正がありますので、主な修正点を御説明い

たします。 

 資料は、右側下段の赤字部分についてでご

ざいますが、計画検討委員会の委員のほうか

ら、県民自ら健康の保持増進に取り組む視点

も必要ではないかとの意見が出されたことを

踏まえまして、県民という文言を追加し、表

記のとおり修正を行ったところでございま

す。 

 この第４期医療費の見通しの計画につきま

しては、この修正点を踏まえまして、３月末

に策定予定となっております。 

 続きまして、８ページをお願いいたしま

す。 

 熊本県国民健康保険運営方針の改定につい

てでございます。 

 こちらは、昨年12月20日から今年の１月18

日までのパブリックコメントにおきましては

意見はございませんでしたが、国保運営協議

会の委員の意見を踏まえての修正があります

ので、主な修正点を御説明いたします。 

 資料左側の下段の赤字部分についてでござ

いますが、今後の医療費の見通しの事項にお

きまして、前回までは、国保被保険者数の減

少の影響により医療費総額はやや減少傾向で

推移するという記載をしておりましたが、国

保運営協議会委員のほうから、医療費総額は

減少するが、１人当たり医療費は増加するた

め、その記載も必要ではないかとの意見が出

されたことを踏まえまして、赤字部分の２行

目以降になりますが、１人当たり医療費は増

加する見込みであり、財政収支の安定を保つ

ため、より一層の取組が必要であるとの記載

を追加したところでございます。 

 この運営方針につきましては、国保運営協

議会からの答申を受けまして、３月末に策定

の予定でございます。 

 国保・高齢者医療課は以上でございます。 

 

○下村高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 報告資料の10ページをお願いいたします。 

 第９期熊本県高齢者福祉計画・介護保険事

業支援計画の概要について御報告いたしま

す。 

 この計画につきましては、前回の本委員会

で説明後、パブリックコメントを実施しまし

たが、意見の提出はありませんでした。その

ため、この中段までの主要施策に書いてある

記載事項につきましては変更はありません。 

 ただ、市町村計画がある程度まとまりまし

たので、介護サービスの量や給付の見込み量

について、現段階の集計結果を追加記載して

おります。 

 なお、この数字につきましては、３月末ま

での確定されます市町村計画の最終値を踏ま

えて更新することとしております。 

 高齢者支援課は以上でございます。よろし

くお願いいたします。 

 

○高三潴障がい者支援課長 障がい者支援課

でございます。 

 11ページをお開きいただきます。 

 くまもと障がい者プラン中間見直しの要旨

でございます。 

 これにつきましては、御報告をしました内
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容から変更はございません。 

 一部、分かりやすさをというふうな委員会

でもお話がありましたので、このペーパーの

下のほうでございます。赤字でアンダーライ

ンを引いているものについて一部修正を加え

ております。 

 パブリックコメントも実施し、２件の御意

見をいただきましたけれども、施策の参考と

させていただく内容でございました。 

 計画につきましては、本委員会終了後に計

画策定の手続を行った上で、正式に３月下旬

頃に完成、策定完了となるところでございま

す。 

 今後は、広く周知を行ってまいる所存でご

ざいます。 

 以上でございます。 

 

○浦津子ども家庭福祉課審議員 子ども家庭

福祉課でございます。 

 12ページを御覧ください。 

 熊本県困難な問題を抱える女性への支援に

関する基本計画の策定につきまして、12月定

例会の中間報告時点からの修正点を御報告い

たします。 

 この計画は、令和４年６月に困難な問題を

抱える女性への支援に関する法律が制定をさ

れたことに伴いまして策定するものです。 

 12月に実施をいたしましたパブリックコメ

ントにおきまして、本県では、この計画は、

ＤＶ防止法に基づく基本計画と一体的に策定

するため、ＤＶ被害者への支援については性

別を問わないということが分かるように記載

をすべきとの御意見をいただいたことを踏ま

えて修正をいたしております。 

 12ページを御覧いただきますと、一番左

側、上の第１章１、基本的な考え方の３つ目

の丸、計画における施策の対象者の女性の後

に、等を赤字で追記をいたしております。 

 また、同じく概要の右側でございます。 

 特に強化する取組という黄色に黒字で書い

てございます。一番上の欄に朱書きをしてお

ります。 

 計画策定検討委員から、性暴力の未然防止

が大変重要だという御意見をいただきました

ので、ＤＶ等に性暴力という文言を加えて明

記をいたしました。 

 子ども家庭福祉課は以上でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○椎場健康危機管理課長 健康危機管理課で

ございます。 

 資料の13ページをお願いします。 

 新たな動物愛護センターの設置について御

説明させていただきます。 

 まず、１の目的でございますが、新センタ

ーは、動物愛護の普及啓発、教育や保護動物

の適正な飼養管理、譲渡等を推進するため

に、動物愛護の拠点として設置するものでご

ざいます。 

 ２の施設の概要から４の事業の概要につき

ましては、次のページの資料で御説明いたし

ます。 

 14ページをお願いしたいと思います。 

 資料の左上に現センターの現状、課題をま

とめています。 

 現センターは、ここに記載のとおり、ハー

ド、ソフト両面で課題がございました。 

 これらの課題を踏まえまして、左下に記載

のとおり、動物愛護センターの基本計画に定

めた４つの機能を有する施設整備を進めてま

いりました。 

 新たな動物愛護センターの概要でございま

す。 

 資料中央の部分を御覧いただきたいと思い

ます。 

 まず、(1)の施設の概要についてですが、

所在地は宇城市の松橋町でございます。新セ

ンターでは、犬50頭、猫80頭を収容できるほ

か、100人収容可能な多目的スペース、保護

犬用のドッグラン、多目的広場などを備えて
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おり、研修等で多くの方々にお越しいただけ

るようになります。 

 (2)の組織の概要でございますが、新セン

ターでは、３月１日に健康福祉部の出先機関

として新設をいたします。開所時から獣医師

３人を含む県職員５人を配置するほか、４月

以降に会計年度任用職員の獣医師、愛玩動物

看護師も任用しまして、動物愛護を推進する

体制を構築していきます。 

 (3)の事業概要のところでございますけれ

ども、基本計画で定めた新センターの４つの

機能を生かしまして、動物愛護の取組を強化

してまいりたいと思っております。 

 具体的には、ここに記載のとおりの事業を

予定しておりまして、特にアンダーラインを

引いている部分につきましては、新センター

で拡充、もしくは新規に取り組むものでござ

います。 

 下の段に令和６年度からの動物愛護推進体

制のイメージを記載しております。 

 現センターにつきましては、動物愛護セン

ターの別館として利用をいたしまして、現セ

ンターも活用しながら新センターの取組を進

めていく予定としております。 

 資料のほうの13ページにお戻りいただきた

いと思います。 

 今後のスケジュールでございますが、３月

26日に新センターの開所式及び内覧会を予定

しておりまして、準備が整い次第、事業を順

次開始していきます。 

 なお、５月にはオープニングイベントを開

催する予定でございます。多くの皆様にお越

しいただければと思っております。 

 健康危機管理課からの説明は以上でござい

ます。よろしくお願いします。 

 

○川上総務経営課長 病院局総務経営課でご

ざいます。 

 資料の15ページをお願いいたします。 

 こころの医療センター第４次中期経営計画

の策定について御説明申し上げます。 

 次ページに計画の概要をつけておりますけ

れども、本ページによりまして御説明を差し

上げたいと思います。 

 まず、計画策定の１、目的でございます

が、県立の精神科医療機関としての役割、機

能に基づき、センターの基本理念を実現する

ための中期的経営指針として策定するもので

ございます。 

 また、総務省のガイドラインに基づく公立

病院経営強化プランとしても位置づけをして

おります。 

 次に、２、概要でございますが、計画期間

は、令和６年度から令和11年度までの６年間

としております。 

 計画策定の基本的な考え方でございます

が、まず、センターの果たすべき役割を明確

にし、その役割を踏まえ、４つの基本方針を

掲げております。 

 役割の１つ目は、新興感染症をはじめ、民

間病院では対応が困難な患者を受け入れるセ

ーフティー機能の発揮、２つ目が、民間病院

では採算確保が困難な政策的精神科医療への

対応、３つ目が、早期診察、早期治療による

地域で安心して暮らせる精神科医療の推進、

４つ目が、全国的な課題にも対応できる人材

の育成としております。 

 基本方針は、県立の精神科医療機関として

の役割、機能の発揮、医療の質の向上と安

全、安心の確保、精神科医療を支える人材の

育成、安定した経営基盤の確立を掲げ、これ

に沿った形で取組を実施してまいります。 

 ３の重点的に取り組む事項でございます

が、まず、政策的・先導的精神科医療への積

極的取組としましては、新たにひきこもり支

援の取組を推進し、児童・思春期医療は、外

来を中心に引き続き取り組んでまいります。 

 次に、地域生活支援機能の充実・強化で

は、福祉施設等への連絡強化や連携を図り、

入院患者の地域への移行、定着を推進してま
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いります。 

 次に、新興感染症の感染拡大時等に備えた

平時からの取組では、コロナでの経験を踏ま

え、迅速で適切な対応ができるよう体制を整

備してまいります。 

 次に、安定した経営基盤の維持・向上で

は、職員参画の病院経営や経営収支の健全化

に取り組んでまいります。 

 最後に、収支計画及び経営指標等について

ですが、まず、令和８年度までの３年間で、

新型コロナ流行前の令和元年度の経営水準ま

で戻すことを計画前期の目標としておりま

す。 

 病院局の説明は以上でございます。 

 

○楠本千秋委員長 以上で執行部の報告が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑ありませんか。 

 

○藤川隆夫委員 １点だけお尋ねします。 

 第８次保健医療計画のところの３番の保健

医療圏の設定と基準病床数というところで、

この中に精神科の病床が、実は、数が入って

おりますけれども、もともと地域医療構想の

中には精神科のベッドは入ってなかったと思

います。これは国のほうから示された話かど

うかをまずお伺いしたいと思います。 

 

○笠医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 基準病床と地域医療構想の将来必要となる

病床の差のお話かと思います。今委員が御説

明があった精神科の病床の扱いは、地域医療

構想のほうは、精神科の病床は入っておりま

せんので、そこで差が出てくることになろう

かと思います。 

 また、ちょっと目標とする年度が異なりま

すので、それによってまた病床数の差という

のが出てくることになろうかと思います。 

 以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員 当然、これは二次医療圏ご

とに地域医療構想やっていると思いますけれ

ども、この中に、はなから精神科ベッドは入

ってなくて、ただ、もともと数が多いので、

そのうち国のほうが、地域医療構想に組み入

れるような形で病床数を減らしてくるだろう

なとは思ってたんですけれども、こういう形

で、またぽんと出てきたもんで、逆に言う

と、国のほうが、このベッドを指示してきて

いるのかどうかというのが分かればと思って

ちょっと聞いたんですけれども、逆にこのベ

ッド数自体は、あくまでも県がつくった目安

というふうに考えていいんですかね。 

 

○本田健康福祉政策課長 委員が今おっしゃ

いましたとおり、一応データをどの算定とか

基礎数値を取るかということに基づきまし

て、一応国の指示の下に算定した数字という

ことになっております、人口数ですとか。そ

のようなものを考えてというところです。 

 

○藤川隆夫委員 精神疾患自体含めて、今現

状は、精神科病院の中で認知症の方々も結構

預かっていらっしゃるので、そこを含めた場

合に、要は、介護施設に認知症の方が入って

いるだけじゃなくて、精神科病院に結構な数

の方が、実は認知症の方入っていらっしゃい

ます。それを踏まえた上でのベッドの算定と

いうのも本当は踏まえてやっとかないと、や

っぱりなかなか難しい部分があるので、一応

これだけでいいんだろうという話かもしれま

せんけれども、現状は、ある意味、ちょっと

そこは調査をかけたほうがひょっとするとい

いかもしれません、精神科病院にもそういう

形で対応していただければと思います。私か

らは以上です。 

 

○楠本千秋委員長 ほかにありませんか。 

 なければ、これで報告に対する質疑を終了
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します。 

 ここで私のほうから、12月の委員会におい

て取りまとめを御一任いただきました令和５

年度厚生常任委員会における取組の成果につ

いて、お手元に配付のとおり、案を作成しま

したので、御説明します。 

 この常任委員会における取組の成果は、今

年度の当委員会の審議の中で委員から提起さ

れた要望、提案等の中から、取組が進んでい

る主な項目を取り上げ、３月に県議会のホー

ムページで公表するものです。 

 項目の選定については、副委員長及び執行

部と協議し、当委員会としては、９項目の取

組を上げて案を作成しました。 

 ここに上げた項目は、いずれも委員会審議

により、取組が進んだ、あるいは課題解決に

向けての検討や調査が動き出したようなもの

を選定しております。 

 もちろん、この項目以外の提起された課題

や要望等についても、執行部で調査、検討等

を続けておられますが、これらの項目は、特

に具体的な取組が進んでいることとして取り

上げました。 

 それでは、この案につきまして何か御意見

等がございますでしょうか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり) 

○楠本千秋委員長 では、この案でホームペ

ージへ掲載したいと思いますので、よろしく

お願いします。 

 なお、簡易な文言の整理、修正があった場

合は、委員長に一任いただきたいと思います

が、よろしいでしょうか。 

  （「はい」と呼ぶ者あり) 

○楠本千秋委員長 それでは、そのようにさ

せていただきます。 

 最後に、その他で委員の皆様から何かあり

ませんか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり) 

○楠本千秋委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了いたしました。 

 それでは、これをもちまして第５回厚生常

任委員会を閉会いたします。 

  午後１時１分閉会 

         ――――――○―――――― 

○楠本千秋委員長 なお、本年３月をもって

役職定年される方が本日３名出席されており

ます。それぞれ一言ずつ御挨拶をいただきた

いと思いますが、委員の皆様、よろしいでし

ょうか。 

  （「はい」と呼ぶ者あり) 

○楠本千秋委員長 沼川部長、お願いしま

す。 

  （沼川健康福祉部長、坂本総括審議員、 

   下村高齢者支援課長の順に退任挨拶） 

○楠本千秋委員長 お疲れでございました。 

 なお、今年度最後の委員会でございますの

で、一言御挨拶を申し上げます。 

 この１年間、坂梨副委員長はじめ、委員各

位の御協力をいただきまして、委員会の活動

を進めてまいりました。終始熱心な御審議を

賜り、感謝申し上げます。 

 また、沼川部長ほか、竹内管理者、そして

執行部の皆様には、常に丁寧な説明と御答弁

をいただき、心から厚く感謝を申し上げま

す。 

 今御挨拶いただきました、この３月をもっ

て勇退される皆様は、長い間県政に携わって

いただき、本当に御苦労さまでございまし

た。御勇退後も、県民の一人として県政の発

展にお力添えをいただきますようお願い申し

上げます。 

 最後になりましたが、委員各位並びに執行

部の皆様、本当にお世話になりました。あり

がとうございました。(拍手) 

 それでは、副委員長のほうからも御挨拶を

お願いします。 

 

○坂梨剛昭副委員長 一言御挨拶申し上げま

す。 

 まずは、沼川部長、そして坂本総括審議
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員、そして下村課長、本当にお疲れさまでご

ざいました。ありがとうございました。 

 この１年間、楠本委員長をはじめ、委員の

皆様とともにこの委員会運営に努めてまいり

ました。委員の皆様におかれましては、御指

導、御鞭撻いただきまして、本当にありがと

うございました。 

 この委員会で議論されたことを、そういっ

た施策を前に進めることが私たちの役割だと

思います。しっかりとこれからもこの委員会

が発展することが熊本県民の皆様の発展につ

ながることを御祈念申し上げ、簡単ではござ

いますが、お礼の御挨拶とさせていただきま

す。 

 １年間お世話になりました。(拍手) 

 

○楠本千秋委員長 以上で終了いたします。 

  午後１時９分 
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